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図表３-136 は、出社頻度（現在（2023 年６月末時点））の単純集計の結果である。

「（イ）本人」をみると、「週に５日以上」が 32.66％と最大の値を示し、次いで「週に３～４日」

は 21.73％、「働いていない」は 18.65％となっている。

「（ロ）配偶者」をみると、「週に５日以上」が 57.77％と最大の値を示し、次いで「週に３～４日」

は 18.10％、「週に１～２日」は 10.05％となっている。

図表 3-136　出社頻度（現在（2023 年６月末時点））

図表３-137 は、在宅勤務・テレワークの頻度（現在（2023 年６月末時点））の単純集計の結果である。

「（イ）本人」をみると、「全くない」が 30.29％と最大の値を示し、次いで「働いていない」は

18.41％、「週に３～４日」は 15.20％となっている。

「（ロ）」をみると、「全くない」が 30.71％と最大の値を示し、次いで「週に５日以上」は 17.73％、「週

に１～２日」は 15.72％となっている。

図表 3-137　在宅勤務・テレワークの頻度（現在（2023 年６月末時点））

■クロス集計

ア　在宅勤務・テレワークの頻度（本人）

（ア）年齢

30 歳代及び 40 歳代前半は、在宅勤務・テレワークの頻度が高い割合が高い

図表３-138 は、年齢と在宅勤務・テレワークの頻度（現在（2023 年６月末時点））（本人）のク
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ロス集計の結果である。

「週５日以上」と「週３～４日」の合計をみると、「35-39 歳」が 45.40％（17.79+27.61）と最大

の値を示し、次いで「40-44 歳」は 38.36％（17.81+20.55）、「30-34 歳」は 34.19％（12.82+21.37）、

「45-50 歳」は 29.63％（17.78+11.85）、「20-29 歳」は 20.17％（10.08+10.08）となっている。

図表 3-138　年齢別在宅勤務・テレワークの頻度（現在（2023 年６月末時点））（本人）

（イ）世帯類型

既婚で末子が６歳未満の人の在宅勤務・テレワークの頻度が高い割合が高い

図表３-139 は、世帯類型と在宅勤務・テレワークの頻度（現在（2023 年６月末時点））（本人）

のクロス集計の結果である。

「週５日以上」と「週３～４日」の合計をみると、「既婚・末子６歳未満」が 43.58％（19.55+24.02）

と最大の値を示し、「未婚・子あり」は 39.29％（21.43+17.86）、「既婚・子なし」は 38.84％

（16.53+22.31）、「既婚・末子６-17 歳」は 28.93％（10.74+18.18）、「未婚・子なし」は 27.88％

（14.16+13.72）となっている。

図表 3-139　世帯類型別在宅勤務・テレワークの頻度（現在（2023 年６月末時点））（本人）
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（ウ）世帯所得

世帯所得が高いほど、在宅勤務・テレワークの頻度が高い人の割合が高い

図表３-140 は、世帯所得と在宅勤務・テレワークの頻度（現在（2023 年６月末時点））（本人）

のクロス集計の結果である。

「週５日以上」と「週３～４日」の合計をみると、「第五・五分位」が 44.00％（25.00+19.00）

と最大の値を示し、次いで「第四・五分位」は 38.26％（15.65+22.61）、「第三・五分位」は

34.23％（15.44+18.79）、「第二・五分位」は 33.06％（15.70+17.36）、「第一・五分位」は 25.00％

（10.00+15.00）となっている。

図表 3-140　世帯所得別在宅勤務・テレワークの頻度（現在（2023 年６月末時点））（本人）

イ　在宅勤務・テレワークの頻度（配偶者）

「第二・五分位」で、配偶者の在宅勤務・テレワークの頻度が高い人の割合が高い

図表３-141 は、世帯所得と在宅勤務・テレワークの頻度（現在（2023 年６月末時点））（配偶者）

のクロス集計の結果である。

「週５日以上」と「週３～４日」の合計をみると、「第二・五分位」が 38.96％（25.97+12.99）

と最大の値を示し、次いで「第五・五分位」は 34.31％（12.75+21.57）、「第四・五分位」は

31.53％（15.32+16.22）、「第三・五分位」は 30.30％（16.67+13.64）、「第一・五分位」は 20.41％

（16.33+4.08）となっている。
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図表 3-141　世帯所得別在宅勤務・テレワークの頻度（現在（2023 年６月末時点））（配偶者）

（４）在宅勤務・テレワークの頻度（コロナ禍前（2020 年２月時点））

■単純集計

・出社頻度は本人、配偶者ともに、「週５日以上」と回答した割合が最も高く、在宅勤務・

テレワークは本人、配偶者ともに、「全くない」と回答した割合が最も高い

・現在（2023 年６月末時点）よりも、出社頻度が高い人及び在宅勤務・テレワークの

頻度が低い人の割合が高い

図表３-142 は、出社頻度（コロナ禍前（2020 年２月時点））の単純集計の結果である。

「（イ）本人」をみると、「週に５日以上」が 57.60％と最大の値を示し、次いで「働いていない」

は 16.39％、「週に３～４日」は 12.83％となっている。

「（ロ）配偶者」をみると、「週に５日以上」が 81.17％と最大の値を示し、次いで「週に３～４日」

は 6.58％、「全くない」は 4.75％となっている。

図表 3-142　出社頻度（コロナ禍前（2020 年２月時点））

図表３-143 は、在宅勤務・テレワークの頻度（コロナ禍前（2020 年２月時点））の単純集計の結

果である。

「（イ）本人」をみると、「全くない」が 51.31％と最大の値を示し、次いで「働いていない」は

17.70％、「週に５日以上」は 10.10％となっている。
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「（ロ）配偶者」をみると、「全くない」が 62.52％と最大の値を示し、次いで「週に５日以上」

は 14.08％、「月２～３日」は 5.30％となっている。

図表 3-143　在宅勤務・テレワークの頻度（コロナ禍前（2020 年２月時点））

■クロス集計

ア　年齢

年齢が高い人で、在宅勤務・テレワークの頻度が高い人の割合が高い

図表３-144 は、年齢と在宅勤務・テレワークの頻度（コロナ禍前（2020 年２月時点））（本人）

のクロス集計の結果である。

「週５日以上」をみると、「40-44 歳」が 15.65％と最大の値を示し、次いで「45-50 歳」は

14.39％、「30-34 歳」は 12.86％、「20-29 歳」は 10.53％、「35-39 歳」は 8.88％となっている。

図表 3-144　年齢別在宅勤務・テレワークの頻度（コロナ禍前（2020 年２月時点））（本人）

イ　居住地区

「週５日以上」在宅勤務・テレワークをしている割合は、「麻布地区」で高い

図表３-145 は、居住地区と在宅勤務・テレワークの頻度（コロナ禍前（2020 年２月時点））（本人）
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のクロス集計の結果である。

「週５日以上」をみると、「麻布地区」が 22.66％と最大の値を示し、次いで「芝地区」は 12.50％、「赤

坂地区」は 11.46％、「高輪地区」は 11.33％、「芝浦港南地区」は 6.36％となっている。

図表 3-145　居住地区別在宅勤務・テレワークの頻度（コロナ禍前（2020 年２月時点））（本人）

ウ　世帯類型

「週５日以上」在宅勤務・テレワークをしている割合は、未婚で子どもと同居して

いる人と既婚で子どもと同居していない人で高い

図表３-146 は、世帯類型と在宅勤務・テレワークの頻度（コロナ禍前（2020 年２月時点））（本人）

のクロス集計の結果である。

「週５日以上」をみると、「未婚・子あり」が 17.24％と最大の値を示し、次いで「既婚・子なし」

は 16.03％、「未婚・子なし」は 12.38％、「既婚・末子６歳未満」は 11.11％、「既婚・末子６-17 歳」

は 10.09％となっている。

図表 3-146　世帯類型別在宅勤務・テレワークの頻度（コロナ禍前（2020 年２月時点））（本人）
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（５）勤め先企業のワーク・ライフ・バランス向上に関する制度利用者の有無

■単純集計

回答者本人又は配偶者の職場の周囲においてワーク・ライフ・バランス向上に関す

る制度を利用している人が「いる（いた）」と回答した人は、「育児時間制度」と「育

児休業制度」で約６〜７割

図表３-147 は、勤め先企業のワーク・ライフ・バランス向上に関する制度利用の有無の単純集

計の結果である。本設問は、現在無職の人にも、直近の職について回答してもらっている。

「（イ）本人」について、「いる（いた）」と回答した割合をみると、「育児休業制度」と「産前産後休業」

が 71.56％と最大の値を示し、次いで「育児時間制度（子育てに配慮した労働時間削減、短時間勤

務等）」は 66.00％、「フレックスタイム制度」は 45.38％となっている。

「（ロ）配偶者」について、「いる（いた）」と回答した割合をみると、「育児休業制度」が

64.79％と最大の値を示し、次いで「育児時間制度（子育てに配慮した労働時間削減、短時間勤務等）」

は 58.08％、「フレックスタイム制度」は 54.63％となっている。

図表 3-147　勤め先企業のワーク・ライフ・バランス向上に関する制度利用者の有無

 

（イ）本人（n=844） 
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間削減、短時間勤務等)

66.00 9.00 8.06 11.26 5.69

育児休業制度 71.56 6.40 7.82 8.53 5.69

介護休業制度 36.85 18.36 27.96 11.14 5.69

企業内の保育施設 11.61 13.15 8.18 60.90 6.16

産前産後休業 71.56 5.09 8.65 9.12 5.57
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育児時間制度(子育てに配慮した労働時
間削減、短時間勤務等)

58.08 10.89 17.42 12.34 1.27

育児休業制度 64.79 10.53 13.07 10.53 1.09

介護休業制度 36.48 14.88 35.03 12.34 1.27

企業内の保育施設 11.80 15.61 15.61 55.17 1.81
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■クロス集計

ア　年齢

30歳代と 40歳代前半の回答者（本人）の職場の周囲に制度利用者がいる割合が高い

図表３-148 は、年齢と勤め先企業のワーク・ライフ・バランス向上に関する制度利用者の有無

のクロス集計の結果であり、「フレックスタイム制度（本人）」「育児時間制度（子育てに配慮した

労働時間削減、短時間勤務等）（本人）」「育児休業制度（本人）」「介護休業制度（本人）」「企業内

の保育施設（本人）」「産前産後休業（本人）」「フレックスタイム制度（配偶者）」「育児時間制度（子

育てに配慮した労働時間削減、短時間勤務等）（配偶者）」で有意な差が示されている。

「（イ）フレックスタイム制度（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「30-34 歳」

が 54.30％と最大の値を示し、次いで「35-39 歳」は 46.77％、「45-50 歳」は 44.12％、「40-44 歳」

は 43.18％、「35-39 歳」は 38.36％となっている。

「（ロ）育児時間制度（子育てに配慮した労働時間削減、短時間勤務等）（本人）」について、「いる（い

た）」の割合をみると、「30-34 歳」が 70.86％と最大の値を示し、次いで「40-44 歳」は 69.89％、

「35-39 歳」は 69.65％、「20-29 歳」は 60.96％、「45-50 歳」は 57.65％となっている。

「（ハ）育児休業制度（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「30-34 歳」が

80.13％と最大の値を示し、次いで「40-44 歳」は 75.00％、「35-39 歳」は 72.14％、「20-29 歳」

は 66.44％、「45-50 歳」は 64.12％となっている。

「（ニ）介護休業制度（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「30-34 歳」が

41.06％と最大の値を示し、次いで「35-39 歳」は 39.80％、「40-44 歳」は 38.07％、「45-50 歳」

は 34.12％、「20-29 歳」は 30.14％となっている。

「（ホ）企業内の保育施設（本人）」について、「そもそも制度がない」の割合をみると、「30-34 歳」

が 66.89％と最大の値を示し、次いで「40-44 歳」は 64.77％、「35-39 歳」は 60.20％、「45-50 歳」

は 60.00％、「20-29 歳」は 52.05％となっている。

「（ヘ）産前産後休業（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「30-34 歳」が

79.47％と最大の値を示し、次いで「40-44 歳」は 76.14％、「35-39 歳」は 73.13％、「45-50 歳」

は 65.88％、「20-29 歳」は 62.33％となっている。

「（ト）フレックスタイム制度（配偶者）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「40-44 歳」

が 60.77％と最大の値を示し、次いで「20-29 歳」は 57.50％、「45-50 歳」は 53.08％、「30-34 歳」

は 52.25％、「35-39 歳」は 51.43％となっている。

「（チ）育児時間制度（子育てに配慮した労働時間削減、短時間勤務等）（配偶者）」について、「いる（い

た）」の割合をみると、「20-29 歳」が 70.00％と最大の値を示し、次いで「40-44 歳」は 62.31％、

「30-34 歳」は 56.76％、「35-39 歳」は 55.00％、「45-50 歳」は 54.62％となっている。
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図表 3-148　年齢別勤め先企業のワーク・ライフ・バランス向上に関する制度利用者の有無

（イ）フレックスタイム制度（本人） （ロ）育児時間制度(子育てに配慮した労働

時間削減、短時間勤務等)（本人） 

（ハ）育児休業制度（本人）         （ニ）介護休業制度（本人） 

 

（ホ）企業内の保育施設（本人）        （ヘ）産前産後休業（本人） 
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イ　世帯類型

既婚で子どもと同居していない回答者（本人）と既婚で未子が６歳未満の回答者（本

人）の職場に制度利用者がいる割合が高い

図表３-149 は、世帯類型と勤め先企業のワーク・ライフ・バランス向上に関する制度利用者の

有無のクロス集計の結果であり、「フレックスタイム制度（本人）」「育児時間制度（子育てに配慮

した労働時間削減、短時間勤務等）（本人）」「育児休業制度（本人）」「介護休業制度（本人）」「企

業内の保育施設（本人）」「産前産後休業（本人）」「育児時間制度（子育てに配慮した労働時間削減、

短時間勤務等）（配偶者）」「育児休業制度（配偶者）」で有意な差が示されている。

「（イ）フレックスタイム制度（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「既婚・末子

６歳未満」が 51.85％と最大の値を示し、次いで「既婚・子なし」は 45.77％、「未婚・子なし」は

43.63％、「既婚・末子６-17 歳」は 42.59％、「未婚・子あり」は 31.25％となっている。

「（ロ）育児時間制度（子育てに配慮した労働時間削減、短時間勤務等）（本人）」について、「いる（い

た）」の割合をみると、「既婚・末子６歳未満」が 74.07％と最大の値を示し、次いで「既婚・子な

し」は 71.83％、「未婚・子なし」は 61.78％、「既婚・末子６-17 歳」は 59.88％、「未婚・子あり」

は 56.25％となっている。

「（ハ）育児休業制度（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「既婚・末子６歳未満」

が 82.30％と最大の値を示し、次いで「既婚・子なし」は 76.06％、「未婚・子なし」は 66.41％、「既

婚・末子６-17 歳」は 64.20％、「未婚・子あり」は 59.38％となっている。

「（ニ）介護休業制度（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「既婚・子なし」が

44.37％と最大の値を示し、次いで「既婚・末子６歳未満」は 39.51％、「未婚・子あり」は 37.50％、「既

婚・末子６-17 歳」は 33.95％、「未婚・子なし」は 32.05％となっている。

「（ホ）企業内の保育施設（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「既婚・末子６歳未満」

が 16.05％と最大の値を示し、次いで「未婚・子あり」は 12.50％、「既婚・子なし」は 11.27％、「未

婚・子なし」は 9.27％、「既婚・末子６-17 歳」は 9.26％となっている。

「（ヘ）産前産後休業（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「既婚・末子６歳未満」

が 82.30％と最大の値を示し、次いで「既婚・子なし」は 76.06％、「未婚・子あり」は 68.75％、「既

婚・末子６-17 歳」は 64.81％、「未婚・子なし」は 64.48％となっている。

（ト）フレックスタイム制度（配偶者）  

時間削減、短時間勤務等)（配偶者） 
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いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない
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（チ）育児時間制度(子育てに配慮した労働
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「（ト）育児時間制度（子育てに配慮した労働時間削減、短時間勤務等）（配偶者）」について、「い

る（いた）」の割合をみると、「既婚・子なし」が 62.14％と最大の値を示し、次いで「既婚・末子

６歳未満」は 60.49％、「既婚・末子６-17 歳」は 53.09％となっている。

「（チ）育児休業制度（配偶者）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「既婚・子なし」が

68.57％と最大の値を示し、次いで「既婚・末子６歳未満」は 67.90％、「既婚・末子６-17 歳」は

58.02％となっている。

図表 3-149　世帯類型別勤め先企業のワーク・ライフ・バランス向上に関する制度利用者の有無

（ホ）企業内の保育施設（本人）      （ヘ）産前産後休業（本人） 

 
（ト）育児時間制度(子育てに配慮した労      （チ）育児休業制度（配偶者） 

働時間削減、短時間勤務等)（配偶者） 
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11.93

10.49

10.64

11.43

8.23

21.60

13.03

10.00

11.11

8.64

10.09

1.43

0.82

1.23

1.10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既婚・子なし(n=140)

既婚・末子６歳未満(n=243)

既婚・末子６-17歳(n=162)

全体(n=545)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

（イ）フレックスタイム制度（本人）   （ロ）育児時間制度(子育てに配慮した労

働時間削減、短時間勤務等)（本人） 
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ウ　世帯所得

本人、配偶者ともに、高所得者層の方が職場に制度利用者がいる割合が高い

図表３-150 は、世帯所得と勤め先企業のワーク・ライフ・バランス向上に関する制度利用者の

有無のクロス集計の結果であり、「フレックスタイム制度（本人）」「育児時間制度（子育てに配慮

した労働時間削減、短時間勤務等）（本人）」「育児休業制度（本人）」「介護休業制度（本人）」「企

業内の保育施設（本人）」「産前産後休業（本人）」「フレックスタイム制度（配偶者）」「育児時間制

度（子育てに配慮した労働時間削減、短時間勤務等）（配偶者）」「育児休業制度（配偶者）」「介護

休業制度（配偶者）」で有意な差が示されている。

「（イ）フレックスタイム制度（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「第五・五分位」

が 60.00％と最大の値を示し、次いで「第四・五分位」は 50.69％、「第三・五分位」は 50.28％、「第

二・五分位」は 43.57％、「第一・五分位」は 33.09％となっている。

「（ロ）育児時間制度（子育てに配慮した労働時間削減、短時間勤務等）（本人）」について、「いる（い

た）」の割合をみると、「第四・五分位」が 79.86％と最大の値を示し、次いで「第五・五分位」は

75.83％、「第三・五分位」は 73.74％、「第二・五分位」は 61.43％、「第一・五分位」は 53.24％となっ

ている。

「（ハ）育児休業制度（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「第四・五分位」が

84.03％と最大の値を示し、次いで「第五・五分位」は 83.33％、「第三・五分位」は 79.89％、「第

二・五分位」は 69.29％、「第一・五分位」は 55.40％となっている。

「（ニ）介護休業制度（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「第五・五分位」が

49.17％と最大の値を示し、次いで「第四・五分位」は 45.83％、「第三・五分位」は 45.25％、「第

二・五分位」は 35.00％、「第一・五分位」は 23.02％となっている。

「（ホ）企業内の保育施設（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「第五・五分位」

が 18.33％と最大の値を示し、次いで「第四・五分位」は 15.28％、「第三・五分位」は 14.53％、「第

二・五分位」は 9.29％、「第一・五分位」は 4.32％となっている。

「（ヘ）産前産後休業（本人）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「第四・五分位」が

84.72％と最大の値を示し、次いで「第五・五分位」は 81.67％、「第三・五分位」は 79.89％、「第

二・五分位」は 67.86％、「第一・五分位」は 55.40％となっている。

「（ト）フレックスタイム制度（配偶者）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「第五・五分位」

（ホ）企業内の保育施設（本人）      （ヘ）産前産後休業（本人） 

 
（ト）育児時間制度(子育てに配慮した労      （チ）育児休業制度（配偶者） 

働時間削減、短時間勤務等)（配偶者） 

9.27

12.50

11.27

16.05

9.26

11.69

14.29

12.50

12.68

11.52

14.81

13.25

10.42

3.13

8.45

5.76

8.64

8.11

55.21

68.75

64.79

63.37

61.11

60.86

10.81

3.13

2.82

3.29

6.17

6.09

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未婚・子なし

(n=259)

未婚・子あり

(n=132)

既婚・子なし

(n=142)

既婚・末子６歳未満

(n=243)

既婚・末子６-17歳

(n=162)

全体(n=838)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

64.48

68.75

76.06

82.30

64.81

71.84

6.18

6.25

3.52

4.53

5.56

5.13

11.58

6.25

11.27

2.88

11.11

8.71

8.11

15.63

7.75
7.00

12.96

8.95

9.65

3.13

1.41

3.29

5.56

5.37

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未婚・子なし

(n=259)

未婚・子あり

(n=132)

既婚・子なし

(n=142)

既婚・末子６歳未満

(n=243)

既婚・末子６-17歳

(n=162)

全体(n=838)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

62.14

60.49

53.09

58.72

5.71

13.99

11.11

11.01

18.57

12.35

22.84

17.06

11.43

12.76

11.11

11.93

2.14

0.41

1.85

1.28

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既婚・子なし(n=140)

既婚・末子６歳未満(n=243)

既婚・末子６-17歳(n=162)

全体(n=545)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

68.57

67.90

58.02

65.14

8.57

11.93

10.49

10.64

11.43

8.23

21.60

13.03

10.00

11.11

8.64

10.09

1.43

0.82

1.23

1.10

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既婚・子なし(n=140)

既婚・末子６歳未満(n=243)

既婚・末子６-17歳(n=162)

全体(n=545)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない
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が 64.08％と最大の値を示し、次いで「第三・五分位」は 60.74％、「第四・五分位」は 58.77％、「第

二・五分位」は 51.90％、「第一・五分位」は 34.55％となっている。

「（チ）育児時間制度（子育てに配慮した労働時間削減、短時間勤務等）（配偶者）」について、「い

る（いた）」の割合をみると、「第四・五分位」が 67.54％と最大の値を示し、次いで「第五・五分

位」は 64.08％、「第二・五分位」は 63.29％、「第三・五分位」は 61.48％、「第一・五分位」は

32.73％となっている。

「（リ）育児休業制度（配偶者）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「第四・五分位」が

76.32％と最大の値を示し、次いで「第三・五分位」は 71.85％、「第五・五分位」は 69.90％、「第

二・五分位」は 65.82％、「第一・五分位」は 38.18％となっている。

「（ヌ）介護休業制度（配偶者）」について、「いる（いた）」の割合をみると、「第四・五分位」が

44.74％と最大の値を示し、次いで「第五・五分位」は 41.75％、「第三・五分位」は 40.74％、「第

二・五分位」は 37.97％、「第一・五分位」は 14.55％となっている。

図表 3-150　世帯所得別勤め先企業のワーク・ライフ・バランス向上に関する制度利用者の有無

  （ハ）育児休業制度（本人）        （ニ）介護休業制度（本人） 

（ホ）企業内の保育施設（本人）      （ヘ）産前産後休業（本人） 

（ト）フレックスタイム制度（配偶者）  

間削減、短時間勤務等)（配偶者） 

55.40

69.29

79.89

84.03

83.33

74.52

7.19

7.86

5.59

5.56

2.50

5.82

14.39

9.29

7.26

4.17

3.33

7.76

17.99

8.57

6.70

4.86

6.67

8.86

5.04

5.00

0.56

1.39

4.17

3.05

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=139)

第二・五分位(n=140)

第三・五分位(n=179)

第四・五分位(n=144)

第五・五分位(n=120)

全体(n=722)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

23.02

35.00

45.25

45.83

49.17

39.75

21.58

17.86

17.88

15.97

17.50

18.14

32.37

30.71

26.82

29.17

19.17

27.84

17.99

11.43

9.50

7.64

10.00

11.22

5.04

5.00

0.56

1.39

4.17

3.05

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=139)

第二・五分位(n=140)

第三・五分位(n=179)

第四・五分位(n=144)

第五・五分位(n=120)

全体(n=722)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

4.32

9.29

14.53

15.28

18.33

12.33

7.91

15.71

13.97

15.28

13.33

13.30

7.19

10.71

7.26

7.64

7.50

8.03

74.82

59.29

62.57

59.72

56.67

62.74

5.76

5.00

1.68

2.08

4.17

3.60

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=139)

第二・五分位(n=140)

第三・五分位(n=179)

第四・五分位(n=144)

第五・五分位(n=120)

全体(n=722)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

55.40

67.86

79.89

84.72

81.67

74.10

5.76

7.14

5.03

3.47

4.17

5.12

14.39

10.71

7.82

5.56

4.17

8.59

20.86

8.57

6.70
4.86

5.83

9.28

3.60

5.71

0.56

1.39

4.17

2.91

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=139)

第二・五分位(n=140)

第三・五分位(n=179)

第四・五分位(n=144)

第五・五分位(n=120)

全体(n=722)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

（チ）育児時間制度(子育てに配慮した労働時

34.55

51.90

60.74

58.77

64.08

56.58

18.18

16.46

8.89

8.77

15.53

12.55

16.36

11.39

11.11

16.67

8.74

12.55

30.91

15.19

19.26

15.79

11.65

17.49

0.00

5.06

0.00

0.00

0.00

0.82

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=55)

第二・五分位(n=79)

第三・五分位(n=135)

第四・五分位(n=114)

第五・五分位(n=103)

全体(n=486)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

32.73

63.29

61.48

67.54

64.08

60.49

14.55

11.39

8.89

6.14

14.56

10.49

23.64

10.13

17.78

18.42

9.71

15.64

29.09

10.13

11.85

7.89

10.68

12.35

0.00

5.06

0.00

0.00

0.97

1.03

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=55)

第二・五分位(n=79)

第三・五分位(n=135)

第四・五分位(n=114)

第五・五分位(n=103)

全体(n=486)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

（イ）フレックスタイム制度（本人）   （ロ）育児時間制度(子育てに配慮した労

働時間削減、短時間勤務等)（本人） 

33.09

43.57

50.28

50.69

60.00

47.37

9.35

12.86

13.41

15.28

12.50

12.74

10.07

8.57

6.70

6.25

5.83

7.48

41.73

30.00

28.49

27.08

18.33

29.36

5.76

5.00

1.12

0.69

3.33

3.05

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=139)

第二・五分位(n=140)

第三・五分位(n=179)

第四・五分位(n=144)

第五・五分位(n=120)

全体(n=722)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

53.24

61.43

73.74

79.86

75.83

68.98

8.63

10.00

10.06

4.86

7.50

8.31

10.79

11.43

6.15

6.94

4.17

7.89

21.58

12.14

9.50

6.94

8.33

11.63

5.76

5.00

0.56

1.39

4.17

3.19

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=139)

第二・五分位(n=140)

第三・五分位(n=179)

第四・五分位(n=144)

第五・五分位(n=120)

全体(n=722)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない
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（６）各種税制や社会保障制度の要件を考慮した年収の上限抑制

■単純集計

就労者のほとんどは年収の上限を考えていない

図表３-151 は、各種税制や社会保障制度の要件を考慮した年収の上限抑制の有無の単純集計の

結果である。

「年収の上限は考えずに働いている」が 74.19％と最大の値を示し、次いで「働いていない」は

17.53％、「100 万円未満に抑えて働いている」は 2.64％となっている。

（リ）育児休業制度（配偶者）       （ヌ）介護休業制度（配偶者） 

38.18

65.82

71.85

76.32

69.90

67.70

10.91

7.59

8.15

8.77

14.56

9.88

18.18

10.13

10.37

11.40

6.80

10.70

32.73

11.39

9.63

3.51

8.74

10.91

0.00

5.06

0.00

0.00

0.00

0.82

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=55)

第二・五分位(n=79)

第三・五分位(n=135)

第四・五分位(n=114)

第五・五分位(n=103)

全体(n=486)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

14.55

37.97

40.74

44.74

41.75

38.48

20.00

11.39

11.85

12.28

22.33

15.02

32.73

32.91

36.30

35.09

28.16

33.33

32.73

12.66

11.11

7.89

7.77

12.35

0.00

5.06

0.00

0.00

0.00

0.82

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=55)

第二・五分位(n=79)

第三・五分位(n=135)

第四・五分位(n=114)

第五・五分位(n=103)

全体(n=486)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

  （ハ）育児休業制度（本人）        （ニ）介護休業制度（本人） 

（ホ）企業内の保育施設（本人）      （ヘ）産前産後休業（本人） 

（ト）フレックスタイム制度（配偶者）  

間削減、短時間勤務等)（配偶者） 

55.40

69.29

79.89

84.03

83.33

74.52

7.19

7.86

5.59

5.56

2.50

5.82

14.39

9.29

7.26

4.17

3.33

7.76

17.99

8.57

6.70

4.86

6.67

8.86

5.04

5.00

0.56

1.39

4.17

3.05

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=139)

第二・五分位(n=140)

第三・五分位(n=179)

第四・五分位(n=144)

第五・五分位(n=120)

全体(n=722)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

23.02

35.00

45.25

45.83

49.17

39.75

21.58

17.86

17.88

15.97

17.50

18.14

32.37

30.71

26.82

29.17

19.17

27.84

17.99

11.43

9.50

7.64

10.00

11.22

5.04

5.00

0.56

1.39

4.17

3.05

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=139)

第二・五分位(n=140)

第三・五分位(n=179)

第四・五分位(n=144)

第五・五分位(n=120)

全体(n=722)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

4.32

9.29

14.53

15.28

18.33

12.33

7.91

15.71

13.97

15.28

13.33

13.30

7.19

10.71

7.26

7.64

7.50

8.03

74.82

59.29

62.57

59.72

56.67

62.74

5.76

5.00

1.68

2.08

4.17

3.60

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=139)

第二・五分位(n=140)

第三・五分位(n=179)

第四・五分位(n=144)

第五・五分位(n=120)

全体(n=722)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

55.40

67.86

79.89

84.72

81.67

74.10

5.76

7.14

5.03

3.47

4.17

5.12

14.39

10.71

7.82

5.56

4.17

8.59

20.86

8.57

6.70
4.86

5.83

9.28

3.60

5.71

0.56

1.39

4.17

2.91

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=139)

第二・五分位(n=140)

第三・五分位(n=179)

第四・五分位(n=144)

第五・五分位(n=120)

全体(n=722)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

（チ）育児時間制度(子育てに配慮した労働時

34.55

51.90

60.74

58.77

64.08

56.58

18.18

16.46

8.89

8.77

15.53

12.55

16.36

11.39

11.11

16.67

8.74

12.55

30.91

15.19

19.26

15.79

11.65

17.49

0.00

5.06

0.00

0.00

0.00

0.82

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=55)

第二・五分位(n=79)

第三・五分位(n=135)

第四・五分位(n=114)

第五・五分位(n=103)

全体(n=486)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない

32.73

63.29

61.48

67.54

64.08

60.49

14.55

11.39

8.89

6.14

14.56

10.49

23.64

10.13

17.78

18.42

9.71

15.64

29.09

10.13

11.85

7.89

10.68

12.35

0.00

5.06

0.00

0.00

0.97

1.03

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=55)

第二・五分位(n=79)

第三・五分位(n=135)

第四・五分位(n=114)

第五・五分位(n=103)

全体(n=486)

いる(いた） いない(いなかった）

利用している人がいる(いた)か分からない そもそも制度がない

働いたことがない
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図表 3-151　各種税制や社会保障制度の要件を考慮した年収の上限抑制の有無（n=833）（SA）

■クロス集計

ア　年齢

年齢が高いほど、年収の上限を考えて働いている割合が高い

図表３-152 は、年齢と各種税制や社会保障制度の要件を考慮した年収の上限抑制の有無のクロ

ス集計の結果である。

「年収の上限を考えて働いている」をみると、「45-50 歳」が 11.90％と最大の値を示し、次いで

「40-44 歳」は 10.53％、「35-39 歳」は 9.14％、「20-29 歳」は 3.45％、「30-34 歳」は 3.36％となっ

ている。

図表 3-152　年齢別各種税制や社会保障制度の要件を考慮した年収の上限抑制の有無

イ　世帯類型

既婚で子どもと同居している人は年収の上限を考えて働いている割合が高い

図表３-153 は、世帯類型と各種税制や社会保障制度の要件を考慮した年収の上限抑制の有無の

クロス集計の結果である。

「年収の上限を考えて働いている」をみると、「既婚・末子６-17 歳」が 21.52％と最大の値を示し、

次いで「既婚・末子６歳未満」は 9.09％、「未婚・子あり」は 3.23％、「既婚・子なし」は 2.14％、

20.69

15.44

16.75

14.04

21.43

17.59

75.86

81.21

74.11

75.44

66.67

74.46

3.45

3.36

9.14

10.53

11.90

7.95

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20-29歳(n=145)

30-34歳(n=149)

35-39歳(n=197)

40-44歳(n=171)

45-50歳(n=168)

全体(n=830)

働いていない 年収の上限は考えずに働いている 年収の上限を考えて働いている

注：「年収の上限を考えて働いている」には、「100万円未満に抑えて働いている」「103万円未満に抑えて働いている」
　　「130万円未満に抑えて働いている」「150万円未満に抑えて働いている」を含む。

17.53

74.19

2.64

2.40

2.28

0.60

0.36

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

働いていない

年収の上限は考えずに働いている

100万円未満に抑えて働いている

103万円未満に抑えて働いている

130万円未満に抑えて働いている

150万円未満に抑えて働いている

その他
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「未婚・子なし」は 1.58％となっている。

図表 3-153　世帯類型別各種税制や社会保障制度の要件を考慮した年収の上限抑制の有無

ウ　世帯所得

高所得者層ほど、年収の上限を考えずに働いている割合が高い

図表３-154 は、世帯所得と各種税制や社会保障制度の要件を考慮した年収の上限抑制の有無の

クロス集計の結果である。

「年収の上限を考えて働いている」をみると、「第一・五分位」が 16.91％と最大の値を示し、次

いで「第二・五分位」は 9.35％、「第三・五分位」は 8.00％、「第四・五分位」は 4.90％、「第五・

五分位」は 1.68％となっている。

図表 3-154　世帯所得別各種税制や社会保障制度の要件を考慮した年収の上限抑制の有無

（７）各種満足度

■単純集計

「現在の家計状態」「仕事（収入を伴うもの）」「港区の公共交通機関や公共施設、買

い物店舗の利用しやすさ」に対する不満が高い

12.65

12.90

12.86

21.07

25.32

17.60

85.77

83.87

85.00

69.83

53.16

74.64

1.58

3.23

2.14

9.09

21.52

7.77

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未婚・子なし(n=253)

未婚・子あり(n=31)

既婚・子なし(n=140)

既婚・末子６歳未満(n=242)

既婚・末子６-17歳(n=158)

全体(n=824)

働いていない 年収の上限は考えずに働いている 年収の上限を考えて働いている

11.03

14.39

15.43

14.69

14.29

14.04

72.06

76.26

76.57

80.42

84.03

77.67

16.91

9.35

8.00

4.90

1.68

8.29

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=136)

第二・五分位(n=139)

第三・五分位(n=175)

第四・五分位(n=143)

第五・五分位(n=119)

全体(n=712)

働いていない 年収の上限は考えずに働いている 年収の上限を考えて働いている
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図表３-155 は、各種満足度の単純集計の結果である。

「不満である」と「どちらかといえば不満である」を合計した割合をみると、「現在の家計状

態」が 27.84％（17.77+10.07）と最大の値を示し、次いで「仕事（収入を伴うもの）」は 25.24％

（14.81+10.43）、「港区の公共交通機関や公共施設、買い物店舗の利用しやすさ」は 17.54％

（12.80+4.74）となっている。

図表 3-155　各種満足度（％）（n=844）（SA）

■クロス集計

ア　年齢

「結婚生活（配偶者との関係）」「余暇の過ごし方」「港区の出産から就学前までの子

育てのしやすさ」「港区の小・中学生の教育・育成環境」で有意な差がみられ、「余

暇の過ごし方」と「港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」は 30 歳代と

40 歳代前半で、「結婚生活（配偶者の関係）」と「港区の小・中学生の教育・育成環境」

は 40 歳代で、不満度が高い

図表３-156 は、年齢と各種満足度のクロス集計の結果であり、「結婚生活（配偶者との関係）」「余

暇の過ごし方」「港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」「港区の小・中学生の教育・育成

環境」で有意な差が示されている。

「（イ）結婚生活（配偶者との関係）」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」

をみると、「45-50 歳」が 19.08％と最大の値を示し、次いで「40-44 歳」は 14.50％、「35-39 歳」

は 11.43％、「30-34 歳」は 9.01％、「20-29 歳」は０％となっている。

「（ロ）余暇の過ごし方」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」をみると、

「35-39 歳」が 16.42％と最大の値を示し、次いで「40-44 歳」は 15.91％、「30-34 歳」は 13.91％、

「45-50 歳」は 12.35％、「20-29 歳」は 8.22％となっている。

「（ハ）港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」について、「どちらかといえば不満であ

る又は不満である」をみると、「35-39 歳」が 9.95％と最大の値を示し、次いで「30-34 歳」は 9.93％、

「40-44 歳」は 9.66％、「45-50 歳」は 8.24％、「20-29 歳」は 6.85％となっている。

「（ニ）港区の小・中学生の教育・育成環境」について、「どちらかといえば不満である又は不満

満足している
どちらかといえば
満足している

どちらともいえな
い

どちらかといえば
不満である

不満である

非該当（仕事をし
ていない/配偶者
はいない/子ども
はいない）

00.6134.0118.4144.2135.3308.21）のもう伴を入収（事仕

84.4376.326.464.753.6114.33）係関のと者偶配（活生婚結

36.7417.003.180.389.3192.33係関のともど子のたなあ

97.392.851.3154.9313.53態状康健

55.370.0146.5153.1483.92方しご過の暇余

70.0177.7180.9100.4380.91態状計家の在現

港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ
※現在該当年齢の子どもがいない回答者も回答

21.45 31.64 37.91 6.16 2.84

港区の小・中学生の教育・育成環境
※現在該当年齢の子どもがいない回答者も回答

15.17 30.57 44.43 6.87 2.96

09.169.230.9203.2428.32犯防、災防の区港

港区の公共交通機関や公共施設、
買い物店舗の利用しやすさ

31.75 36.37 14.34 12.80 4.74

10.233.500.928.8438.43般全活生



子育てしやすい環境の充実に向けた調査研究報告書（令和６年２月発行） 159

Ⅰ

研
究
の
概
要

Ⅱ
区
民
女
性
の
出
生
行
動
の
動
態―

行
政
記
録
を
活
用
し
て

作
成
し
た
独
自
の
生
年
コ
ー
ホ
ー
ト
統
計
に
基
づ
く
考
察

Ⅲ

区
民
女
性
を
対
象
と
し
た
調
査
の

基
礎
集
計

Ⅴ

理
想
子
ど
も
数
と
予
定
子
ど
も
数

の
関
連
要
因
の
検
討

Ⅳ
区
内
で
保
育
・
教
育
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る

事
業
所
を
対
象
と
し
た
調
査
の
基
礎
集
計

Ⅵ
港
区
内
の
事
業
所
が
提
供
す
る
保
育
・

教
育
サ
ー
ビ
ス
の
質

Ⅰ

研
究
の
概
要

Ⅱ
区
民
女
性
の
出
生
行
動
の
動
態―

行
政
記
録
を
活
用
し
て

作
成
し
た
独
自
の
生
年
コ
ー
ホ
ー
ト
統
計
に
基
づ
く
考
察

Ⅲ

区
民
女
性
を
対
象
と
し
た
調
査
の

基
礎
集
計

Ⅴ

理
想
子
ど
も
数
と
予
定
子
ど
も
数

の
関
連
要
因
の
検
討

Ⅳ
区
内
で
保
育
・
教
育
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る

事
業
所
を
対
象
と
し
た
調
査
の
基
礎
集
計

Ⅵ
港
区
内
の
事
業
所
が
提
供
す
る
保
育
・

教
育
サ
ー
ビ
ス
の
質

である」をみると、「40-44 歳」が 12.50％と最大の値を示し、次いで「45-50 歳」は 12.35％、「35-39

歳」は 9.45％、「30-34 歳」は 9.27％、「20-29 歳」は 4.79％となっている。

図表 3-156　年齢別各種満足度

イ　居住地区

「港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」と「港区の公共交通機関や公共

施設、買い物店舗の利用しやすさ」で有意な差がみられ、いずれも「赤坂地区」の

不満度が高い

図表３-157 は、居住地区と各種満足度のクロス集計の結果であり、「港区の出産から就学前まで

の子育てのしやすさ」「港区の公共交通機関や公共施設、買い物店舗の利用しやすさ」で有意な差

が示されている。

「（イ）港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」について、「どちらかといえば不満であ

る又は不満である」をみると、「赤坂地区」が 14.16％と最大の値を示し、次いで「麻布地区」は 9.70％、

「芝地区」は 9.41％、「高輪地区」は 8.51％、「芝浦港南地区」は 5.77％となっている。

「（ロ）港区の公共交通機関や公共施設、買い物店舗の利用しやすさ」について、「どちらかといえ

ば不満である又は不満である」をみると、「赤坂地区」が 39.82％と最大の値を示し、次いで「麻布地区」

は 15.15％、「芝地区」は 14.71％、「芝浦港南地区」は 13.46％、「高輪地区」は 13.30％となっている。

（イ）結婚生活（配偶者との関係）       （ロ）余暇の過ごし方  

（ハ）港区の出産から就学前までの    （ニ）港区の小・中学生の教育・育成環境 

子育てのしやすさ 

注：現在該当年齢の子どもがいない回答者も回答  

80.00

63.96

49.29

41.98

41.98

50.99

7.50

23.42

24.29

30.53

26.72

24.95

12.50

3.60

15.00

12.98

12.21

11.39

0.00

9.01

11.43

14.50

19.08

12.66

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20-29歳(n=40)

30-34歳(n=111)

35-39歳(n=140)

40-44歳(n=131)

45-50歳(n=131)

全体(n=553)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

45.21

23.18

29.35

26.70

24.12

29.38

39.04

47.02

38.81

40.34

42.35

41.35

7.53

15.89

15.42

17.05

21.18

15.64

8.22

13.91

16.42

15.91

12.35

13.63

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20-29歳(n=146)

30-34歳(n=151)

35-39歳(n=201)

40-44歳(n=176)

45-50歳(n=170)

全体(n=844)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

10.96

15.89

27.86

27.27

21.76

21.45

27.40

32.45

27.36

32.95

38.24

31.64

54.79

41.72

34.83

30.11

31.76

37.91

6.85

9.93

9.95

9.66

8.24

9.00
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20-29歳(n=146)

30-34歳(n=151)

35-39歳(n=201)

40-44歳(n=176)

45-50歳(n=170)

全体(n=844)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

11.64

10.60

15.42

18.18

18.82

15.17

26.71

24.50

31.34

34.66

34.12

30.57

56.85

55.63

43.78

34.66

34.71

44.43

4.79

9.27

9.45

12.50

12.35

9.83
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20-29歳(n=146)

30-34歳(n=151)

35-39歳(n=201)

40-44歳(n=176)

45-50歳(n=170)

全体(n=844)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である
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図表 3-157　居住地区別各種満足度

ウ　世帯類型

「結婚生活（配偶者との関係）」と「港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」

は、既婚で末子が６-17 歳の子どもと同居している人の不満度が高く、「現在の家計

状態」と「港区の小・中学生の教育・育成環境」は未婚で子どもと同居している人

の不満度が高い

図表３-158 は、世帯類型と各種満足度のクロス集計の結果であり、「結婚生活（配偶者との関係）」

「健康状態」「余暇の過ごし方」「現在の家計状態」「港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」

「港区の小・中学生の教育・育成環境」「港区の防災、防犯」「生活全般」で有意な差が示されている。

「（イ）結婚生活（配偶者との関係）」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」

をみると、「既婚・末子６-17歳」が24.07％と最大の値を示し、次いで「既婚・末子６歳未満」は9.05％、

「既婚・子なし」は 6.34％となっている。

「（ロ）健康状態」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」をみると、「未婚・

子なし」が 16.99％と最大の値を示し、次いで「未婚・子あり」は 12.50％、「既婚・子なし」は

11.97％、「既婚・末子６-17 歳」は 11.73％、「既婚・末子６歳未満」は 7.41％となっている。

「（ハ）余暇の過ごし方」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」をみると、「既

婚・末子６歳未満」が 19.75％と最大の値を示し、次いで「既婚・末子６-17 歳」は 16.05％、「未婚・

子あり」は 12.50％、「未婚・子なし」は 11.20％、「既婚・子なし」は 4.93％となっている。

「（ニ）現在の家計状態」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」をみると、「未

婚・子あり」が 56.25％と最大の値を示し、次いで「未婚・子なし」は 33.20％、「既婚・末子６-17 歳」

は 29.63％、「既婚・末子６歳未満」は 24.69％、「既婚・子なし」は 15.49％となっている。

「（ホ）港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」について、「どちらかといえば不満であ

る又は不満である」をみると、「既婚・末子６-17 歳」が 11.73％と最大の値を示し、次いで「未婚・

子あり」は 9.38％、「既婚・子なし」は 9.15％、「既婚・末子６歳未満」は 7.82％、「未婚・子なし」

は 7.72％となっている。

「（ヘ）港区の小・中学生の教育・育成環境」について、「どちらかといえば不満である又は不満

である」をみると、「未婚・子あり」が 25.00％と最大の値を示し、次いで「既婚・末子６-17 歳」

は 14.81％、「既婚・末子６歳未満」は 9.88％、「既婚・子なし」は 7.75％、「未婚・子なし」は 5.41％

（イ）港区の出産から就学前までの子育て

のしやすさ
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麻布地区(n=165)

赤坂地区(n=113)

高輪地区(n=188)

芝浦港南地区(n=208)

全体(n=844)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

38.82

30.91

22.12

32.45

31.25

31.75

31.18

36.36

30.09

38.83

41.83

36.37

15.29

17.58

7.96

15.43

13.46

14.34

14.71

15.15

39.82

13.30

13.46

17.54

0% 20% 40% 60% 80% 100%

芝地区(n=170)

麻布地区(n=165)

赤坂地区(n=113)

高輪地区(n=188)

芝浦港南地区(n=208)

全体(n=844)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

物店舗の利用しやすさ 

（ロ）港区の公共交通機関や公共施設、買い

注：現在該当年齢の子どもがいない回答者も回答
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となっている。

「（ト）港区の防災、防犯」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」をみると、

「既婚・子なし」が 6.34％と最大の値を示し、次いで「未婚・子あり」は 6.25％、「未婚・子なし」

は 5.41％、「既婚・末子６-17 歳」は 4.94％、「既婚・末子６歳未満」は 3.29％となっている。

「（チ）生活全般」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」をみると、「未婚・

子なし」が 11.20％と最大の値を示し、次いで「既婚・末子６-17 歳」は 8.02％、「既婚・末子６

歳未満」は 5.35％、「既婚・子なし」は 4.23％、「未婚・子あり」は 3.13％となっている。

図表 3-158　世帯類型別各種満足度

（イ）結婚生活（配偶者との関係）           （ロ）健康状態  

67.61

53.50

32.10

50.82

16.90

29.63
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9.15
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19.14
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6.34

9.05

24.07

12.80

0% 20% 40% 60% 80% 100%

既婚・子なし

(n=142)

既婚・末子６歳未満

(n=243)

既婚・末子６-17歳(n=162)

全体(n=547)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

24.32

43.75

37.32

45.27

33.95

35.20

39.77

37.50

42.96

33.74

45.06

39.50

18.92

6.25

7.75

13.58

9.26

13.13

16.99
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全体(n=838)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

（ハ）余暇の過ごし方             （ニ）現在の家計状態 

（ホ）港区の出産から就学前までの子育て

のしやすさ 

注：現在該当年齢の子どもがいない回答者も回答 
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（ヘ）港区の小・中学生の教育・育成環境 
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49.42

71.88

51.41

44.44

47.53

48.81

10.42

6.25

9.15

7.41

9.88

9.07

11.20

3.13

4.23

5.35

8.02

7.40

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未婚・子なし

(n=259)

未婚・子あり

(n=32)

既婚・子なし

(n=142)

既婚・末子６歳未満

(n=243)
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どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である
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エ　世帯所得

有意な差がみられた項目のうち、「余暇の過ごし方」「港区の出産から就学前までの子

育てのしやすさ」以外は、おおむね世帯所得が高いほど不満度が低い

図表３-159 は、世帯所得と各種満足度のクロス集計の結果であり、「仕事（収入を伴うもの）」「結

婚生活（配偶者との関係）」「健康状態」「余暇の過ごし方」「現在の家計状態」「港区の出産から就

学前までの子育てのしやすさ」「港区の公共交通機関や公共施設、買い物店舗の利用しやすさ」「生

活全般」で有意な差が示されている。

「（イ）仕事（収入を伴うもの）」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」をみ

ると、「第一・五分位」が 43.09％と最大の値を示し、次いで「第二・五分位」は 42.62％、「第四・

五分位」は 26.02％、「第三・五分位」は 25.48％、「第五・五分位」は 11.21％となっている。

「（ロ）結婚生活（配偶者との関係）」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」

をみると、「第一・五分位」が 23.64％と最大の値を示し、次いで「第二・五分位」は 13.75％、「第

三・五分位」は 13.33％、「第四・五分位」は 10.53％、「第五・五分位」は 2.88％となっている。

「（ハ）健康状態」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」をみると、「第一・

五分位」が 15.83％と最大の値を示し、次いで「第二・五分位」は 13.57％、「第四・五分位」は

12.50％、「第三・五分位」は 10.61％、「第五・五分位」は 3.33％となっている。

「（ニ）余暇の過ごし方」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」をみると、「第

一・五分位」が 20.86％と最大の値を示し、次いで「第四・五分位」は 15.28％、「第三・五分位」

は 13.97％、「第五・五分位」は 10.00％、「第二・五分位」は 9.29％となっている。

「（ホ）現在の家計状態」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」をみると、「第

一・五分位」が 51.80％と最大の値を示し、次いで「第二・五分位」は 42.86％、「第三・五分位」

は 21.23％、「第四・五分位」は 15.97％、「第五・五分位」は 11.67％となっている。

「（ヘ）港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」について、「どちらかといえば不満であ

る又は不満である」をみると、「第一・五分位」が 13.67％と最大の値を示し、次いで「第三・五分位」

は 10.61％、「第四・五分位」は 7.64％、「第二・五分位」は 6.43％、「第五・五分位」は 4.17％となっ

ている。

「（ト）港区の公共交通機関や公共施設、買い物店舗の利用しやすさ」について、「どちらかとい

えば不満である又は不満である」をみると、「第一・五分位」が 23.74％と最大の値を示し、次いで「第

（ハ）余暇の過ごし方             （ニ）現在の家計状態 

（ホ）港区の出産から就学前までの子育て

のしやすさ 

注：現在該当年齢の子どもがいない回答者も回答 
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（イ）仕事（収入を伴うもの）        （ロ）結婚生活（配偶者との関係）

（ハ）健康状態              （ニ）余暇の過ごし方 

（ホ）現在の家計状態       （ヘ）港区の出産から就学前までの子育て

のしやすさ 

注：現在該当年齢の子どもがいない回答者も回答 
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43.33
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20.71

15.64
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10.00
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30.00

22.99

26.62

30.71

33.52

27.08

35.83

30.75

41.01

46.43

28.49

43.06

30.00

37.53

13.67

6.43

10.61
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8.73

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位

(n=139)

第二・五分位

(n=140)

第三・五分位

(n=179)

第四・五分位

(n=144)

第五・五分位

(n=120)

全体(n=722)
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二・五分位」は 20.00％、「第三・五分位」は 16.76％、「第五・五分位」は 14.17％、「第四・五分位」

は 12.50％となっている。

「（チ）生活全般」について、「どちらかといえば不満である又は不満である」をみると、「第一・

五分位」が 12.95％と最大の値を示し、次いで「第三・五分位」は 7.26％、「第二・五分位」は 6.43％、

「第四・五分位」は 4.86％、「第五・五分位」は 1.67％となっている。

図表 3-159　世帯所得別各種満足度

（イ）仕事（収入を伴うもの）        （ロ）結婚生活（配偶者との関係）

（ハ）健康状態              （ニ）余暇の過ごし方 

（ホ）現在の家計状態       （ヘ）港区の出産から就学前までの子育て

のしやすさ 

注：現在該当年齢の子どもがいない回答者も回答 

14.63

9.02

14.01

17.89

24.30

15.66

30.08

36.89

47.13

37.40

53.27

40.98

12.20

11.48

13.38

18.70

11.21

13.45

43.09

42.62

25.48

26.02

11.21

29.91

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位

(n=123)

第二・五分位

(n=122)

第三・五分位

(n=157)

第四・五分位

(n=123)

第五・五分位

(n=107)

全体(n=632)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

38.18

38.75

49.63

62.28

61.54

52.05

27.27

27.50

26.67

20.18

23.08

24.59

10.91

20.00

10.37

7.02

12.50

11.68

23.64

13.75

13.33

10.53

2.88

11.68

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位

(n=55)

第二・五分位

(n=80)

第三・五分位

(n=135)

第四・五分位

(n=114)

第五・五分位

(n=104)

全体(n=488)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

31.65

24.29

35.75

40.97

49.17

36.01

38.13

46.43

37.99

36.11

40.83

39.75

14.39

15.71

15.64

10.42

6.67

12.88

15.83

13.57

10.61

12.50

3.33

11.36

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位

(n=139)

第二・五分位

(n=140)

第三・五分位

(n=179)

第四・五分位

(n=144)

第五・五分位

(n=120)

全体(n=722)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

23.02

27.14

25.70

36.11

36.67

29.36

39.57

42.86

44.69

39.58

43.33

42.11

16.55

20.71

15.64

9.03

10.00

14.54

20.86

9.29

13.97

15.28

10.00

13.99

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位

(n=139)

第二・五分位

(n=140)

第三・五分位

(n=179)

第四・五分位

(n=144)

第五・五分位

(n=120)

全体(n=722)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

5.76

10.00

14.53

28.47

40.83

19.11

23.02

24.29

40.22

42.36

37.50

33.80

19.42

22.86

24.02

13.19

10.00

18.42

51.80

42.86

21.23

15.97

11.67

28.67

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位

(n=139)

第二・五分位

(n=140)

第三・五分位

(n=179)

第四・五分位

(n=144)

第五・五分位

(n=120)

全体(n=722)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

18.71

16.43

27.37

22.22

30.00

22.99

26.62

30.71

33.52

27.08

35.83

30.75

41.01

46.43

28.49

43.06

30.00

37.53

13.67

6.43

10.61

7.64

4.17

8.73

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位

(n=139)

第二・五分位

(n=140)

第三・五分位

(n=179)

第四・五分位

(n=144)

第五・五分位

(n=120)

全体(n=722)

満足している どちらかといえば満足している

どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である



164 子育てしやすい環境の充実に向けた調査研究報告書（令和６年２月発行）

９　家計

（１）世帯所得

■単純集計

「1500～2000万円」が12.58％と最も多く、次いで「2000〜3000万円」が11.12％、「900

〜 1000 万円」が 5.32％と続く（「わからない」を除く）

図表３-160 は、世帯所得の単純集計の結果である。

「1500 ～ 2000 万円未満」が 12.58％と最大の値を示し（「わからない」を除く）、次いで「2000

～ 3000 万円未満」は 11.12％、「900 ～ 1000 万円未満」は 5.32％となっている。

なお、世帯所得を五分位化した際の単純集計表は、図表３-１（ニ）を参照されたい。

図表 3-160　世帯所得（n=827）（SA）

■クロス集計

ア　年齢

20 歳代は、他の世代と比較して低所得者層の割合が高い

（ト）港区の公共交通機関や公共施設、         （チ）生活全般 

買い物店舗の利用しやすさ 
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32.41

39.57

37.14

39.11
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23.02

22.86

38.55

42.36

52.50

35.60

50.36

57.86

45.25

48.61

42.50

48.89

13.67

12.86

8.94

4.17

3.33

8.73

12.95

6.43

7.26

4.86

1.67

6.79

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位

(n=139)

第二・五分位

(n=140)
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全体(n=722)
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どちらともいえない どちらかといえば不満である又は不満である

1.69
0.97

3.02
3.75

5.08
4.72

3.63
3.87

4.47
5.32

5.08
4.84

3.75
2.78

4.11
12.58

11.12
4.59

1.45
0.48

12.70

0% 2% 4% 6% 8% 10% 12% 14%

100万円未満
100～200万円未満
200～300万円未満
300～400万円未満
400～500万円未満
500～600万円未満
600～700万円未満
700～800万円未満
800～900万円未満
900～1000万円未満

1000～1100万円未満
1100～1200万円未満
1200～1300万円未満
1300～1400万円未満
1400～1500万円未満
1500～2000万円未満
2000～3000万円未満
3000～5000万円未満

5000万円～１億円未満
１億円以上
わからない
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図表３-161 は、年齢と世帯所得のクロス集計の結果である。

「第一・五分位」と「第二・五分位」の合計をみると、「20-29 歳」が 58.47％（32.20+26.27）と

最大の値を示し、次いで「40-44 歳」は 41.61％（18.12+23.49）、「45-50 歳」は 38.62％（18.62+20.00）、

「35-39 歳」は 34.46％（17.51+16.95）、「30-34 歳」は 23.31％（12.03+11.28）となっている。

図表 3-161　年齢別世帯所得

イ　世帯類型

未婚で子どもと同居している人は低所得である人の割合が最も高く、既婚者の中で

は末子が６-17 歳の人が低所得である割合が高い

図表３-162 は、世帯類型と世帯所得のクロス集計の結果である。

「第一・五分位」をみると、「未婚・子あり」が 59.26％と最大の値を示し、次いで「未婚・子なし」

が 32.85％、「既婚・末子６-17 歳」が 14.50％、「既婚・末子６歳未満」が 13.12％、「既婚・子なし」

が 3.82％となっている。

図表 3-162　世帯類型別世帯所得
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19.39

18.64

29.32

24.29

24.16

26.90

24.79

15.25

25.56

20.34

20.81

17.24

19.94

7.63

21.80

20.90

13.42

17.24

16.62

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20-29歳(n=118)

30-34歳(n=133)

35-39歳(n=177)

40-44歳(n=149)

45-50歳(n=145)

全体(n=722)

第一・五分位 第二・五分位 第三・五分位

第四・五分位 第五・五分位

32.85

59.26

3.82

13.12

14.50

19.11

27.05

14.81

9.92

15.38

23.66

19.25

19.32

14.81

25.95

27.60

29.77

24.83

13.53

7.41

36.64

20.81

15.27

20.08

7.25

3.70

23.66

23.08

16.79

16.74

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未婚・子なし

(n=207)

未婚・子あり

(n=27)

既婚・子なし

(n=131)

既婚・末子６歳未満

(n=221)

既婚・末子６-17歳

(n=131)

全体(n=717)

第一・五分位 第二・五分位 第三・五分位

第四・五分位 第五・五分位
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（２）住宅保有形態

■単純集計

持ち家が約４割と最も高く、次いで賃貸住宅（家賃 10 万円～ 20 万円）が約 2.5 割、

賃貸住宅（家賃 20 万円以上）が２割強を占めている

図表３-163 は、住宅保有形態の単純集計の結果である。

「持ち家（住宅ローンが残っている場合を含む）」が 40.41％と最大の値を示し、次いで「賃貸住

宅（家賃が 10 万円～ 20 万円未満）」は 24.79％、「賃貸住宅（家賃が 20 万円～ 30 万円未満）」は

13.59％となっている。

図表 3-163　住宅保有形態（n=839）（SA）

 

■クロス集計

ア　年齢

中年層で持ち家率が高い

図表３-164 は、年齢と住宅保有形態のクロス集計の結果である。

「持ち家（住宅ローンが残っている場合を含む）」をみると、「45-50 歳」が 53.94％と最大の値を

示し、次いで「40-44 歳」が 50.88％、「35-39 歳」が 37.95％、「20-29 歳」が 34.04％、「30-34 歳」

が 28.08％となっている。

40.41
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24.79

13.59

4.17

2.26

0.95

0.36

1.43

0.12

1.91

0.48

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

持ち家(住宅ローンが残っている場合を含む)

賃貸住宅（家賃が10万円未満）

賃貸住宅（家賃が10万円～20万円未満）

賃貸住宅（家賃が20万円～30万円未満）

賃貸住宅（家賃が30万円～40万円未満）

賃貸住宅（家賃が40万円～60万円未満）

賃貸住宅（家賃が60万円～80万円未満）

賃貸住宅（家賃が80万円～100万円未満）

賃貸住宅（家賃が100万円以上）

その他

賃貸・家賃不明

分からない
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35.19

34.18

42.06

45.95

47.57

41.44

43.83

36.08

32.71

34.05

30.10

35.21

20.99

29.75

25.23

20.00

22.33

23.35

0% 20% 40% 60% 80% 100%

芝地区(n=162)

麻布地区(n=158)

赤坂地区(n=107)

高輪地区(n=185)

芝浦港南地区(n=206)

全体(n=818)

持ち家（住宅ローンが残っている場合を含む）

賃貸住宅（家賃が20万円未満）

賃貸住宅（家賃が20万円以上）

図表 3-164　年齢別住宅保有形態

イ　居住地区

芝浦港南地区は、持ち家率が約５割と最も高い

図表３-165 は、居住地区と住宅保有形態のクロス集計の結果である。

「持ち家（住宅ローンが残っている場合を含む）」をみると、「芝浦港南地区」が 47.57％と最大

の値を示し、次いで「高輪地区」が 45.95％、「赤坂地区」が 42.06％、「芝地区」が 35.19％、「麻

布地区」が 34.18％となっている。

図表 3-165　居住地区別住宅保有形態

ウ　世帯類型

既婚で末子が６-17歳の人は持ち家率が高いが、未婚者及び既婚で子どもと同居して

いない人は賃貸住宅への居住率が高い

図表３-166 は、世帯類型と住宅保有形態のクロス集計の結果である。

「持ち家（住宅ローンが残っている場合を含む）」をみると、「既婚・末子６-17 歳」が 58.97％と

最大の値を示し、次いで「既婚・末子６歳未満」が 46.58％、「未婚・子なし」が 32.41％、「既婚・

子なし」が 32.37％、「未婚・子あり」が 26.67％となっている。

34.04

28.08

37.95

50.88

53.94

41.44

52.48

41.10

32.82

28.07

25.45

35.21

13.48

30.82

29.23

21.05

20.61

23.35

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20-29歳(n=141)

30-34歳(n=146)

35-39歳(n=195)

40-44歳(n=171)

45-50歳(n=165)

全体(n=818)

持ち家（住宅ローンが残っている場合を含む）

賃貸住宅（家賃が20万円未満）

賃貸住宅（家賃が20万円以上）
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図表 3-166　世帯類型別住宅保有形態

エ　世帯所得

第三・五分位（602 ～ 875 万円）以上は第二・五分位（390 ～ 601 万円）以下より

持ち家率が高い

図表３-167 は、世帯所得と住宅保有形態のクロス集計の結果である。

「持ち家（住宅ローンが残っている場合を含む）」をみると、「第五・五分位」が 46.22％と最大

の値を示し、次いで「第三・五分位」が 45.61％、「第四・五分位」が 41.67％、「第一・五分位」

が 36.96％、「第二・五分位」が 34.06％となっている。

図表 3-167　世帯所得別住宅保有形態

（３）今後３年間の家庭の暮らし向きの見込みと物価の見込み

■単純集計

・今後３年間の家庭の暮らし向きの見込みは、「変わらない」と回答した割合が最も高い

・今後３年間の物価の見込みは、「上がる」と回答した割合が最も高い

図表３-168 は、今後３年間の家庭の暮らし向きの見込みと物価の見込みの単純集計の結果である。

家庭の暮らし向きについて、「変わらない」が 32.82％と最大の値を示し、次いで「上がる」は

32.41

26.67

32.37
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56.67
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36.96

34.06

45.61

41.67

46.22

40.99

55.07

55.07

35.09

31.25

5.88

37.18

7.97

10.87

19.30

27.08

47.90

21.83

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位

(n=138)

第二・五分位

(n=138)

第三・五分位

(n=171)

第四・五分位

(n=144)

第五・五分位

(n=119)

全体(n=710)

持ち家（住宅ローンが残っている場合を含む）

賃貸住宅（家賃が20万円未満）

賃貸住宅（家賃が20万円以上）



子育てしやすい環境の充実に向けた調査研究報告書（令和６年２月発行） 169

Ⅰ

研
究
の
概
要

Ⅱ
区
民
女
性
の
出
生
行
動
の
動
態―

行
政
記
録
を
活
用
し
て

作
成
し
た
独
自
の
生
年
コ
ー
ホ
ー
ト
統
計
に
基
づ
く
考
察

Ⅲ

区
民
女
性
を
対
象
と
し
た
調
査
の

基
礎
集
計

Ⅴ

理
想
子
ど
も
数
と
予
定
子
ど
も
数

の
関
連
要
因
の
検
討

Ⅳ
区
内
で
保
育
・
教
育
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る

事
業
所
を
対
象
と
し
た
調
査
の
基
礎
集
計

Ⅵ
港
区
内
の
事
業
所
が
提
供
す
る
保
育
・

教
育
サ
ー
ビ
ス
の
質

Ⅰ

研
究
の
概
要

Ⅱ
区
民
女
性
の
出
生
行
動
の
動
態―

行
政
記
録
を
活
用
し
て

作
成
し
た
独
自
の
生
年
コ
ー
ホ
ー
ト
統
計
に
基
づ
く
考
察

Ⅲ

区
民
女
性
を
対
象
と
し
た
調
査
の

基
礎
集
計

Ⅴ

理
想
子
ど
も
数
と
予
定
子
ど
も
数

の
関
連
要
因
の
検
討

Ⅳ
区
内
で
保
育
・
教
育
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る

事
業
所
を
対
象
と
し
た
調
査
の
基
礎
集
計

Ⅵ
港
区
内
の
事
業
所
が
提
供
す
る
保
育
・

教
育
サ
ー
ビ
ス
の
質

23.93％、「やや上がる」は 21.68％、「やや下がる」は 13.86％、「下がる」は 7.70％となっている。

物価の見込みについて、「上がる」が 72.39％と最大の値を示し、次いで「やや上がる」は

22.75％、「変わらない」3.91％、「やや下がる」は 0.71％、「下がる」は 0.24％となっている。

図表 3-168　今後３年間の家庭の暮らし向きの見込みと物価の見込み（n=844）（SA）

■クロス集計

ア　年齢

20 ～ 30 歳代は半数以上が今後３年間の家庭の暮らし向きが上がると見込んでいる

図表３-169 は、年齢と今後３年間の家庭の暮らし向きの見込みのクロス集計の結果である。

「上がる」と「やや上がる」の合計の割合をみると、「20-29 歳」が 56.16％（23.97+32.19）と最

大の値を示し、次いで「30-34 歳」が 54.30％（27.15+27.15）、「35-39 歳」が 50.75％（31.34+19.40）、

「40-44 歳」が 40.91％（21.59+19.32）、「45-50 歳」が 27.65％（14.71+12.94）となっている。

図表 3-169　年齢別今後３年間の家庭の暮らし向きの見込み

イ　居住地区

「芝地区」「芝浦港南地区」は約半数が今後３年間の家庭の暮らし向きが上がると見

込んでいる

（イ）家庭の暮らし向き             （ロ）物価 

23.93

21.68

32.82

13.86

7.70

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

上がる

やや上がる

変わらない

やや下がる

下がる

72.39

22.75

3.91

0.71

0.24

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

上がる

やや上がる

変わらない

やや下がる

下がる

23.97

27.15

31.34

21.59

14.71

23.93

32.19

27.15

19.40

19.32

12.94

21.68

26.71

29.80

29.85

35.80

41.18

32.82

11.64

9.93

12.44

14.77

20.00

13.86

5.48

5.96

6.97

8.52

11.18
7.70

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20-29歳(n=146)

30-34歳(n=151)

35-39歳(n=201)

40-44歳(n=176)

45-50歳(n=170)

全体(n=844)

上がる やや上がる 変わらない やや下がる 下がる
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図表３-170 は、居住地区と今後３年間の家庭の暮らし向きの見込みのクロス集計の結果である。

「上がる」と「やや上がる」の合計をみると、「芝地区」が 51.76％（21.76+30.00）と最大の値を示し、

次いで「芝浦港南地区」が 49.04％（25.96+23.08）、「麻布地区」が 46.67％（26.67+20.00）、「赤

坂地区」が 39.82％（23.89+15.93）、「高輪地区」が 38.83％（21.28+17.55）となっている。

図表 3-170　居住地区別今後３年間の家庭の暮らし向きの見込み

ウ　世帯類型

既婚で子どもと同居していない人は、今後３年間の家庭の暮らし向きが上がると見

込んでいる割合が高い

図表３-171 は、世帯類型と今後３年間の家庭の暮らし向きの見込みのクロス集計の結果である。

「上がる」と「やや上がる」の合計をみると、「既婚・子なし」が 52.82％（30.99+21.83）と最

大の値を示し、次いで「既婚・末子６歳未満」が 49.79％（28.40+21.40）、「未婚・子なし」が

46.33％（20.08+26.25）、「未婚・子あり」が 34.38％（25.00+9.38）、「既婚・末子６-17 歳」が

33.95％（17.28+16.67）となっている。

図表 3-171　世帯類型別今後３年間の家庭の暮らし向きの見込み

21.76

26.67

23.89

21.28
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全体(n=844)

上がる やや上がる 変わらない やや下がる 下がる
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全体(n=838)

上がる やや上がる 変わらない やや下がる 下がる
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エ　世帯所得

高所得者層（第五・五分位）では今後３年間の家庭の暮らし向きが上がると見込んで

いる人の割合が高い

図表３-172 は、世帯所得と今後３年間の家庭の暮らし向きの見込みのクロス集計の結果である。

「上がる」と「やや上がる」の合計をみると、「第五・五分位」が 60.83％（36.67+24.17）と最

大の値を示し、次いで「第三・五分位」が 48.04％（25.70+22.35）、「第四・五分位」が 44.44％

（24.31+20.14）、「第一・五分位」が 43.88％（20.86+23.02）、「第二・五分位」が 40.00％（16.43+23.57）

となっている。

図表 3-172　世帯所得別今後３年間の家庭の暮らし向きの見込み

10　転出入に係る意向

（１）港区への転入前に居住していた地域

■単純集計

転入前は東京都以外の関東（神奈川県・埼玉県・千葉県）に住んでいた人の割合が

最も高い

図表３-173 は、港区への転入前に居住していた地域の単純集計の結果である。

「東京都以外の関東（神奈川県・埼玉県・千葉県）」が 21.44％と最大の値を示し、次いで「その

他の地域」は 16.05％、「生まれてからずっと港区に住んでいる」は 6.11％となっている。

20.86

16.43

25.70

24.31

36.67

24.52

23.02

23.57

22.35

20.14

24.17

22.58

33.09

34.29

31.28

34.72

25.00

31.86

12.95

15.71

13.41

18.75

8.33

13.99

10.07

10.00

7.26

2.08

5.83

7.06

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位(n=139)

第二・五分位(n=140)

第三・五分位(n=179)

第四・五分位(n=144)

第五・五分位(n=120)

全体(n=722)

上がる やや上がる 変わらない やや下がる 下がる
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図表 3-173　港区への転入前に居住していた地域（n=835）（SA）

■クロス集計

ア　年齢

30歳代と 40歳代前半は、港区への転入前に特別区（23区）内に住んでいた割合が高い

図表３-174 は、年齢と港区への転入前に居住していた地域のクロス集計の結果である。

「特別区（23 区）以外」をみると、「20-29 歳」が 53.47％と最大の値を示し、次いで「45-50 歳」

が 50.00％、「30-34 歳」が 41.33％、「35-39 歳」が 39.20％、「40-44 歳」が 38.37％となっている。

図表 3-174　年齢別港区への転入前に居住していた地域

イ　世帯類型

未婚で子どもと同居していない人は「生まれてからずっと港区に住んでいる」割合が高い

図表３-175 は、世帯類型と港区への転入前に居住していた地域のクロス集計の結果である。

「生まれてからずっと港区に住んでいる」をみると、「未婚・子なし」が 14.01％と最大の値を示
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し、次いで「既婚・末子６-17 歳」が 4.32％、「既婚・末子６歳未満」が 2.94％、「既婚・子なし」

が 0.71％、「未婚・子なし」が０％となっている。

図表 3-175　世帯類型別港区への転入前に居住していた地域

ウ　世帯所得

世帯所得が低いほど、「生まれてからずっと港区に住んでいる」割合が高い

図表３-176 は、世帯所得と港区への転入前に居住していた地域のクロス集計の結果である。

「生まれてからずっと港区に住んでいる」をみると、「第一・五分位」が 13.14％と最大の値を示し、

次いで「第二・五分位」が 5.04％、「第三・五分位」が 3.95％、「第五・五分位」が 1.69％、「第四・

五分位」が 1.39％となっている。

図表 3-176　世帯所得別港区への転入前に居住していた地域

14.01
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未婚・子あり

(n=31)

既婚・子なし

(n=141)

既婚・末子６歳未満

(n=238)

既婚・末子６-17歳

(n=162)

全体(n=829)

生まれてからずっと港区に住んでいる 品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区

港区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区以外の特別区 特別区（23区）以外

13.14
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23.36
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25.42

24.31

29.66

24.90

16.79
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位

(n=137)

第二・五分位

(n=139)

第三・五分位

(n=177)

第四・五分位

(n=144)

第五・五分位

(n=118)

全体(n=715)

生まれてからずっと港区に住んでいる 品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区

港区、品川区、目黒区、大田区、世田谷区、渋谷区以外の特別区 特別区（23区）以外
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（２）港区への転入のきっかけ

■単純集計

・港区への転入のきっかけは、「結婚」が最も多く、次いで「回答者本人の就職・

転勤・転職」が多い

・「特に理由はないが住環境を変えるため転入した」も約２割

図表３-177 は、港区への転入のきっかけの単純集計の結果である。本設問は「生まれてからずっ

と港区に住んでいる」人以外を対象とした設問である。

「あなたの結婚を機に転入した」が 26.66％と最大の値を示し、次いで「あなたの就職・転勤・

転職を機に転入した」は 20.66％、「特に理由はないが住環境を変えるため転入した」は 18.24％と

なっている。

図表 3-177　港区への転入のきっかけ（n=784）（SA）

■クロス集計

ア　年齢

30 歳以上は、「結婚」をきっかけに転入する割合が最も高い

図表３-178 は、年齢と港区への転入のきっかけのクロス集計の結果である。

「結婚」をみると、「40-44 歳」が 31.33％と最大の値を示し、次いで「30-34 歳」は 28.28％、「45-50

歳」は 26.71％、「35-39 歳」は 26.60％、「20-29 歳」は 18.55％となっている。
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2.81

0.77

26.66

20.66

9.06

0.13

0.13

3.57

1.66

1.28

0.38
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0.13
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0.26
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0.00

0.00

0.13

0.00

0.00

18.24

5.87

2.81

1.79

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

あなたの進学を機に転入した

あなたの親の就職・転勤・転職を機に転入した

あなたの親の結婚を機に転入した

あなたの結婚を機に転入した

あなたの就職・転勤・転職を機に転入した

配偶者の就職・転勤・転職を機に転入した

あなたの親の介護を機に転入した

配偶者の親の介護を機に転入した

子どもの出産を機に出産前に転入した

子どもの出産を機に出産後に転入した

子どもの保育園・幼稚園等への入園のために転入した

子どものインターナショナルスクール(幼児向け)への入学のため転入した

子どもの区立小学校への入学のため転入した

子どもの私立小学校への入学のため転入した

子どもの区立中学校への入学のため転入した

子どもの私立中学校への入学のため転入した

子どものインターナショナルスクール(学齢期向け)への入学のため転入した

子どもの高等学校への入学のため転入した

子どもの高等専門学校、専修学校、専門学校への入学のため転入した

子どもの短期大学への入学のため転入した

子どもの大学への入学のため転入した

子どもの大学院への入学のため転入した

特に理由はないが住環境を変えるため転入した

その他

家の購入・賃貸が見つかった

パートナーとの同居
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図表 3-178　年齢別港区への転入のきっかけ

イ　世帯類型

既婚者は「結婚」を理由に転入している割合が高い

図表３-179 は、世帯類型と港区への転入のきっかけのクロス集計の結果である。

「結婚」をみると、「既婚・子なし」が 40.71％と最大の値を示し、次いで「既婚・末子６歳未満」

は 38.96％、「既婚・末子６-17 歳」は 33.55％、「未婚・子あり」は 9.68％、「未婚・子なし」は 1.81％

となっている。

図表 3-179　世帯類型別港区への転入のきっかけ

ウ　世帯所得

おおむね高所得者層で、「結婚」を理由とする転入きっかけの割合が多い

図表３-180 は、世帯所得と港区への転入のきっかけのクロス集計の結果である。

「結婚」をみると、「第五・五分位」が 34.48％と最大の値を示し、次いで「第三・五分位」が

注：「子どもに関する理由」には、「子どもの出産を機に出産前に転入した」「子どもの出産を機に

出産後に転入した」「子どもの保育園・幼稚園等への入園のために転入した」「子どものインターナ

ショナルスクール（幼児向け）への入学のために転入した」「子どもの区立小学校への入学のため

転入した」「子どもの私立小学校への入学のため転入した」「子どもの区立中学校への入学のため転

入した」「子どもの私立中学校への入学のため転入した」「子どものインターナショナルスクール

（学齢期向け）への入学のために転入した」「子どもの高等学校への入学のため転入した」「子ども

の高等専門学校、専修学校、専門学校への入学のため転入した」「子どもの短期大学への入学のた

め転入した」「子どもの大学への入学のため転入した」「子どもの大学院への入学のため転入した」

を含む。以下、同様。 
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20-29歳(n=124)

30-34歳(n=145)

35-39歳(n=188)

40-44歳(n=166)

45-50歳(n=161)

全体(n=784)

結婚 自身の仕事上の理由

配偶者の仕事上の理由 子どもに関する理由

特に理由はないが住環境を変えるため その他
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9.68

40.71

38.96

33.55

26.48

43.89

16.13

15.00

13.42

5.16

20.82

0.45

6.45
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12.12
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0.45

19.35

0.00
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既婚・末子６-17歳(n=155)

全体(n=778)

結婚 自身の仕事上の理由

配偶者の仕事上の理由 子どもに関する理由

特に理由はないが住環境を変えるため その他
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31.18％、「第四・五分位」が 30.28％、「第二・五分位」が 21.21％、「第一・五分位」が 17.65％となっ

ている。

図表 3-180　世帯所得別港区への転入のきっかけ

（３）港区を居住地に選択した理由

■単純集計

「就労への利便性」が６割以上と最も多く、「公共交通機関や買い物環境の利便性」

は４割程度、「子どもを産み、育てる環境」は約３割

図表３-181 は、港区を居住地に選択した理由の単純集計の結果である。

「就労への利便性」が 61.61％と最大の値を示し、次いで「公共交通機関や買い物環境の利便性」

は 38.01％、「子どもを産み、育てる環境」は 29.46％となっている。

また、本設問では各選択肢を選んだ場合に具体的な理由を入力するよう依頼しており、多様な回

答を得ることができた。

「子どもを産み、育てる環境」では、保育施設や出産助成金等の子育て支援制度が充実している

という回答が多く挙げられていた。

「就労への利便性」では、本人や配偶者の勤務地へのアクセスが良いという回答が多く、「公共交

通機関や買い物環境の利便性」では、バスや鉄道、空港や新幹線が便利という回答や、どこへ行く

にも便利といった回答が多く挙げられていた。

「防災や治安等」では、治安が良いことや警察が多いことが多く挙げられていた。

「まちの景観・街並み」では、街の中に緑が多いことや街が綺麗であることが多く挙げられていた。

「親族や友人等の人間関係」では、友人が港区に住んでいることや、実家が近いことが多く挙げ

られていた。

「公園や区の施設（スポーツ施設や区民センター等）」では、公園や図書館、スポーツ施設の充実

が多く挙げられていた。

「高齢者・障害者向けの福祉環境」では、手話講習やいきいきプラザが良いという回答があった。

「その他」では、配偶者が港区に住んでいたという回答が多かった。

なお、各項目の頻出単語の上位 10 語は、本章末尾の資料イを参照されたい。

17.65

21.21

31.18

30.28

34.48

27.25

29.41

25.00

18.82

19.72

18.97

22.09

3.36

11.36

11.18

9.15

7.76

8.84

10.08

10.61

8.82
5.63

11.21

9.13

15.13

18.18

17.65

21.13

16.38

17.82

24.37

13.64

12.35

14.08

11.21

14.87

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

第一・五分位(n=119)

第二・五分位(n=132)

第三・五分位(n=170)

第四・五分位(n=142)

第五・五分位(n=116)

全体(n=679)

結婚 自身の仕事上の理由

配偶者の仕事上の理由 子どもに関する理由

特に理由はないが住環境を変えるため その他
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29.46

61.61

38.01

20.79

24.36

22.58

12.12

4.21

1.53

0.51

6.76

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

子どもを産み、育てる環境

就労への利便性

公共交通機関や買い物環境の利便性

防災や治安等

まちの景観・街並み

親族や友人等の人間関係

公園や区の施設（スポーツ施設や区民センター等）

高齢者・障害者向けの福祉環境

資産価値

行政サービスの充実

その他

注：下線部は５％水準の有意確率(p.<0.05)。 

子どもを産
み、育てる環
境

就労への利便
性

公共交通機関
や買い物環境
の利便性

防災や治安等
まちの景観・
街並み

親族や友人等
の人間関係

20-29歳(n=124) 12.10 59.68 29.84 14.52 19.35 20.97
30-34歳(n=145) 28.97 62.07 43.45 22.76 26.21 23.45
35-39歳(n=188) 40.43 58.51 40.96 26.06 26.60 21.81
40-44歳(n=166) 31.33 60.84 34.94 17.47 20.48 19.88
45-50歳(n=161) 28.57 67.08 39.13 21.12 27.95 26.71
全体(n=784) 29.46 61.61 38.01 20.79 24.36 22.58

公園や区の施
設（スポーツ
施設や区民セ
ンター等）

高齢者・障害
者向けの福祉
環境

その他 資産価値
行政サービス
の充実

20-29歳(n=124) 8.87 2.42 6.45 0.00 0.00
30-34歳(n=145) 8.97 2.07 4.83 2.76 0.69
35-39歳(n=188) 14.89 6.91 6.38 1.06 0.53
40-44歳(n=166) 10.84 3.01 9.64 1.81 0.00
45-50歳(n=161) 15.53 5.59 6.21 1.86 1.24
全体(n=784) 12.12 4.21 6.76 1.53 0.51

図表３-181　港区を居住地に選択した理由（n=784）（MA）

■クロス集計

ア　年齢

「子どもを産み、育てる環境」で有意な差がみられ、30 歳代後半で回答割合が高い

図表３-182 は、年齢と港区を居住地に選択した理由のクロス集計の結果であり、「子どもを産み、

育てる環境」で有意な差が示されている。

「子どもを産み、育てる環境」をみると、「35-39 歳」が 40.43％と最大の値を示し、次いで「40-44 歳」

は 31.33％、「30-34 歳」は 28.97％、「45-50 歳」は 28.57％、「20-29 歳」は 12.10％となっている。

図表 3-182　年齢別港区を居住地に選択した理由
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イ　居住地区

「子どもを産み、育てる環境」で有意な差がみられ、「芝浦港南地区」で回答割合が

高い

図表３-183 は、居住地区と港区を居住地に選択した理由のクロス集計の結果であり、「子どもを

産み、育てる環境」で有意な差が示されている。

「子どもを産み、育てる環境」をみると、「芝浦港南地区」が 38.69％と最大の値を示し、次いで「高

輪地区」は 32.57％、「麻布地区」は 26.85％、「赤坂地区」は 25.00％、「芝地区」は 19.75％となっ

ている。

図表 3-183　居住地区別港区を居住地に選択した理由

ウ　世帯類型

・「子どもを産み、育てる環境」「公園や区の施設（スポーツ施設や区民センター等）」

「その他」で有意な差がみられた

・「子どもを産み、育てる環境」と「公園や区の施設（スポーツ施設や区民センター

等）」は子どもと同居している人の回答割合が高い

図表３-184 は、世帯類型と港区を居住地に選択した理由のクロス集計の結果であり、「子どもを

産み、育てる環境」「公園や区の施設（スポーツ施設や区民センター等）」「その他」で有意な差が

示されている。

「子どもを産み、育てる環境」をみると、「既婚・末子６歳未満」が 54.98％と最大の値を示

し、次いで「既婚・末子６-17 歳」は 40.00％、「未婚・子あり」は 32.26％、「既婚・子なし」は

12.86％、「未婚・子なし」は 6.33％となっている。

「公園や区の施設（スポーツ施設や区民センター等）」をみると、「既婚・末子６-17 歳」が

18.71％と最大の値を示し、次いで「既婚・末子６歳未満」は 16.45％、「未婚・子あり」は 9.68％、

注：下線部は５％水準の有意確率(p.<0.05)。 

子どもを産
み、育てる環
境

就労への利便
性

公共交通機関
や買い物環境
の利便性

防災や治安等
まちの景観・
街並み

親族や友人等
の人間関係

芝地区(n=157) 19.75 60.51 42.68 16.56 23.57 24.20
麻布地区(n=149) 26.85 63.76 36.24 26.85 24.83 24.83
赤坂地区(n=104) 25.00 53.85 33.65 18.27 23.08 25.00
高輪地区(n=175) 32.57 66.86 33.71 24.57 24.57 22.86
芝浦港南地区(n=199) 38.69 60.30 41.71 17.59 25.13 18.09
全体(n=784) 29.46 61.61 38.01 20.79 24.36 22.58

公園や区の施
設（スポーツ
施設や区民セ
ンター等）

高齢者・障害
者向けの福祉
環境

その他 資産価値
その他（行政
サービスの充
実）

芝地区(n=157) 10.83 3.82 4.46 1.27 1.27
麻布地区(n=149) 12.08 3.36 8.05 0.67 0.00
赤坂地区(n=104) 9.62 4.81 6.73 3.85 0.00
高輪地区(n=175) 9.71 3.43 5.71 1.71 1.14
芝浦港南地区(n=199) 16.58 5.53 8.54 1.01 0.00
全体(n=784) 12.12 4.21 6.76 1.53 0.51
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「未婚・子なし」は 7.24％、「既婚・子なし」は 6.43％となっている。

「その他」をみると、「既婚・末子６-17 歳」が 11.61％と最大の値を示し、次いで「未婚・子なし」

は 7.24％、「未婚・子あり」は 6.45％、「既婚・子なし」は 5.71％、「既婚・末子６歳未満」は 3.46％

となっている。

図表 3-184　世帯類型別港区を居住地に選択した理由

エ　世帯所得別

「公共交通機関や買い物環境の利便性」「防災や治安等」「まちの景観・街並み」「公

園や区の施設（スポーツ施設や区民センター等）」「その他」で有意な差がみられ、

高所得者層（第五・五分位）で、「その他」を除く項目において回答割合が高い

図表３-185 は、世帯類型と港区を居住地に選択した理由のクロス集計の結果であり、「公共交通

機関や買い物環境の利便性」「防災や治安等」「まちの景観・街並み」「公園や区の施設（スポーツ

施設や区民センター等）」「その他」で有意な差が示されている。

「公共交通機関や買い物環境の利便性」をみると、「第五・五分位」が 48.28％と最大の値を示し、

次いで「第三・五分位」は 44.12％、「第四・五分位」は 42.25％、「第一・五分位」は 30.25％、「第

二・五分位」は 28.79％となっている。

「防災や治安等」をみると、「第五・五分位」が 29.31％と最大の値を示し、次いで「第三・五分

位」は 21.18％、「第四・五分位」は 21.13％、「第一・五分位」は 19.33％、「第二・五分位」は

12.12％となっている。

「まちの景観・街並み」をみると、「第五・五分位」が 37.07％と最大の値を示し、次いで「第三・

五分位」は 25.88％、「第四・五分位」は 21.83％、「第二・五分位」は 19.70％、「第一・五分位」

は 17.65％となっている。

「公園や区の施設（スポーツ施設や区民センター等）」をみると、「第五・五分位」が 19.83％と

注：下線部は５％水準の有意確率(p.<0.05)。  
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性

公共交通機関
や買い物環境
の利便性

防災や治安等
まちの景観・
街並み

親族や友人等
の人間関係

未婚・子なし(n=221) 6.33 63.35 38.01 19.00 22.17 19.91

未婚・子あり(n=31) 32.26 61.29 32.26 32.26 29.03 16.13

既婚・子なし(n=140） 12.86 57.86 43.57 18.57 27.14 22.86

既婚・末子６歳未満(n=231) 54.98 65.37 34.63 20.78 23.81 21.21

既婚・末子６-17歳(n=155) 40.00 57.42 40.00 23.87 25.81 28.39

73.2255.4259.0271.8307.1696.92)877=n(体全

公園や区の施
設（スポーツ
施設や区民セ
ンター等）

高齢者・障害
者向けの福祉
環境

その他 資産価値
行政サービス
の充実

未婚・子なし(n=221) 7.24 2.26 7.24 0.00 0.45

未婚・子あり(n=31) 9.68 6.45 6.45 0.00 0.00

既婚・子なし(n=140) 6.43 1.43 5.71 0.71 0.71

既婚・末子６歳未満(n=231) 16.45 6.06 3.46 2.60 0.43

既婚・末子６-17歳(n=155) 18.71 6.45 11.61 3.23 0.65

15.045.186.642.412.21)877=n(体全



180 子育てしやすい環境の充実に向けた調査研究報告書（令和６年２月発行）

最大の値を示し、次いで「第三・五分位」は 13.53％、「第四・五分位」は 11.27％、「第二・五分位」

は 8.33％、「第一・五分位」は 7.56％となっている。

「その他」をみると、「第一・五分位」が 12.61％と最大の値を示し、次いで「第三・五分位」は 6.47％、

「第五・五分位」は 6.03％、「第二・五分位」が 5.30％、「第四・五分位」が 2.82％となっている。

図表 3-185　世帯所得別港区を居住地に選択した理由

 

（４）定住意向

■単純集計

・５割以上が長く住み続けたいと回答している

・「港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」と「港区の小・中学生の教育・

育成環境」の満足度が高い人は、回答者全体と比較して、長く住み続けたいと回答

している人の割合が高い

図表３-186 は、定住意向の単純集計の結果である。

「永住ではないが、できるだけ長く住み続けたい」が 33.89％と最大の値を示し、次いで「永住

したい」は 17.30％、「あなたの就職・転職・勤務地異動があるまで」は 10.31％となっている。

注：下線部は５％水準の有意確率(p.<0.05)。  

子どもを産
み、育てる環
境

就労への利便
性

公共交通機関
や買い物環境
の利便性

防災や治安等
まちの景観・
街並み

親族や友人等
の人間関係

第一・五分位(n=119) 25.21 57.98 30.25 19.33 17.65 25.21

第二・五分位(n=132) 22.73 57.58 28.79 12.12 19.70 21.97

第三・五分位(n=170) 29.41 65.88 44.12 21.18 25.88 25.88

第四・五分位(n=142) 32.39 69.72 42.25 21.13 21.83 18.31

第五・五分位(n=116) 37.07 63.79 48.28 29.31 37.07 21.55

全体(n=679) 29.31 63.33 39.03 20.47 24.30 22.68

公園や区の施
設（スポーツ
施設や区民セ
ンター等）

高齢者・障害
者向けの福祉
環境

その他 資産価値
行政サービス
の充実

第一・五分位(n=119) 7.56 5.04 12.61 0.00 0.00

第二・五分位(n=132) 8.33 1.52 5.30 1.52 0.00

第三・五分位(n=170) 13.53 3.53 6.47 1.18 1.18

第四・五分位(n=142) 11.27 4.23 2.82 2.11 0.00

第五・五分位(n=116) 19.83 6.03 6.03 4.31 1.72

全体(n=679) 12.08 3.98 6.48 1.77 0.59
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10.31

7.46

4.98

2.13

0.95

1.18

0.36

0.12

1.90

1.30

4.98

3.44

0.71

3.08

33.89

17.30

2.84

1.07

0.47

1.54

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

あなたの就職・転職・勤務地異動があるまで

あなたの配偶者の就職・転職・勤務地異動があるまで

あなたが結婚をするまで

あなたが定年退職するまで

あなたの配偶者が定年退職するまで

あなたの親の介護が必要になるまで

あなたの配偶者の親の介護が必要になるまで

あなたの配偶者の介護が必要になるまで

子どもが産まれるまで(すでにお子さんがいらっしゃる方は次の出産まで)

子どもの保育園・幼稚園等への入園前まで

子どもが小学校等に入学する前まで

子どもが中学校に入学するまで

子どもが高等学校に入学するまで

子どもが大学等に入学するまで

永住ではないが、できるだけ長く住み続けたい

永住したい

その他

好条件の宅が見つかるまで

子どもの独立まで

未定・分からない

図表 3-186　定住意向（n=844）（SA）

また補足的に、「港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」と「港区の小・中学生の教育・

育成環境」の満足度が高い（「満足している」又は「どちらかといえば満足している」を選択）人

に限定し、定住意向をみた結果を図表３-187 に示す。

「（イ）港区の出産から就学前までの子育てのしやすさ」について、「永住したい」と「永住

ではないが、できるだけ長く住み続けたい」を合計した割合をみると、回答者全体は 51.18％

（17.30+33.89）であり、満足度が高い人は 58.48％（19.64+38.84）となっている。

「（ロ）港区の小・中学生の教育・育成環境」について、「永住したい」と「永住ではないが、で

きるだけ長く住み続けたい」を合計した割合をみると、回答者全体は 51.18％（17.30+33.89）であり、

満足度が高い人は 57.51％（21.76+35.75）となっている。



182 子育てしやすい環境の充実に向けた調査研究報告書（令和６年２月発行）

図表 3-187　子育てに関する環境に対する満足度が高い人の定住意向

■クロス集計

ア　年齢

おおむね年齢が高いほど、定住意向が高い

図表３-188 は、年齢と定住意向のクロス集計の結果である。

「永住したい」と「永住ではないが、できるだけ長く住み続けたい」の合計の割合をみると、「40-44

歳」が 59.09％（22.16+36.93）と最大の値を示し、次いで「45-50 歳」は 56.47％（24.12+32.35）、

「35-39 歳」は 56.22％（14.93+41.29）、「30-34 歳」は 44.37％（11.26+33.11）、「20-29 歳」は

35.62％（13.01+22.60）となっている。

図表 3-188　年齢別定住意向

（イ）港区の出産から就学前までの子育て

のしやすさ 

17.30

19.64

33.89

38.84

17.77

13.39

15.40

16.29

15.64

11.83

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者全体(n=844)

就学前の子育てのしやすさの満足度が「満足

している」又は「どちらかといえば満足して

いる」(n=448)

永住したい 永住ではないが、できるだけ長く住み続けたい

自身又は配偶者の仕事上の理由が生じるまで 子どもの成長に応じて

その他

注：「自身又は配偶者の仕事上の理由が生じるまで」は「あなたの就職・転職・勤務地異動があるまで」と「あなた

の配偶者の就職・転職・勤務地異動があるまで」を含み、「子どもの成長に応じて」には「子どもが産まれるま

で（すでにお子さんがいらっしゃる方は次の出産まで）」「子どもの保育園・幼稚園等への入園前まで」「子ど

もが小学校等に入学する前まで」「子どもが中学校に入学するまで」「子どもが高等学校に入学するまで」「子

どもが大学等に入学するまで」を含み、「その他」には上述及び「永住したい」「永住ではないが、できるだけ

長く住み続けたい」以外の選択肢を含む。以下、同様。

（ロ）港区の小・中学生の教育・育成環境 

17.30

21.76

33.89

35.75

17.77

16.32

15.40

13.47

15.64

12.69

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者全体(n=844)

小・中学生の教育・育成環境の満足度が「満

足している」「どちらかといえば満足してい

る」(n=386)

永住したい 永住ではないが、できるだけ長く住み続けたい

自身又は配偶者の仕事上の理由が生じるまで 子どもの成長に応じて

その他

13.01

11.26

14.93

22.16

24.12

17.30

22.60

33.11

41.29

36.93

32.35

33.89

28.77

19.87

14.93

16.48

11.18

17.77

11.64

22.52

18.41

10.80

13.53

15.40

23.97

13.25

10.45

13.64

18.82

15.64

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20-29歳(n=146)

30-34歳(n=151)

35-39歳(n=201)

40-44歳(n=176)

45-50歳(n=170)

全体(n=844)

永住したい 永住ではないが、できるだけ長く住み続けたい

自身又は配偶者の仕事上の理由が生じるまで 子どもの成長に応じて

その他
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17.37

28.13

12.68

13.99

22.84

17.06

26.25

31.25

30.99

40.33

39.51

33.89

26.25

12.50

22.54

12.35

9.88

17.90

2.70

9.38

22.54

25.10

16.67

15.51

27.41

18.75

11.27

8.23

11.11

15.63

0% 20% 40% 60% 80% 100%

未婚・子なし

(n=259)

未婚・子あり

(n=32)

既婚・子なし

(n=142)

既婚・末子６歳未満

(n=243)

既婚・末子６-17歳

(n=162)

全体(n=838)

永住したい 永住ではないが、できるだけ長く住み続けたい

自身又は配偶者の仕事上の理由が生じるまで 子どもの成長に応じて

その他

イ　世帯類型

子どもと同居している人は、定住意向が高い

図表３-189 は、世帯類型と定住意向のクロス集計の結果である。

「永住したい」と「永住ではないが、できるだけ長く住み続けたい」の合計の割合をみると、「既婚・

末子６-17 歳」が 62.35％（22.84+39.51）と最大の値を示し、次いで「未婚・子あり」が 59.38％

（28.13+31.25）、「既婚・末子６歳未満」が 54.32％（13.99+40.33）、「既婚・子なし」が 43.66％

（12.68+30.99）、「未婚・子なし」が 43.63％（17.37+26.25）となっている。

図表 3-189　世帯類型別定住意向

ウ　世帯所得

高所得者層（第五・五分位）は定住意向が高い

図表３-190 は、世帯所得と定住意向のクロス集計の結果である。

「永住したい」と「永住ではないが、できるだけ長く住み続けたい」の合計の割合をみると、「第

五・五分位」が 55.83％（16.67+39.17）と最大の値を示し、次いで「第一・五分位」が 51.80％

（16.55+35.25）、「第三・五分位」が 51.40％（20.11+31.28）、「第二・五分位」が 49.29％（19.29+30.00）、

「第四・五分位」が 48.61％（11.11+37.50）となっている。
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図表 3-190　世帯所得別定住意向

11　示唆される課題と対応の方向性

区民女性を対象とした回答データの集計結果の概要と示唆される課題への対応の可能性をまとめて

いく。

（１）主な分析結果の要点

ア　子育て支援施策のうち充実希望が高いのは、経済的負担軽減策と一時預かり事業

・「港区子育て応援商品券の配付」「乳幼児一時預かり事業・一時保育・みなと保育サポート事業（ス

ポット利用）」「出産費用助成」の充実希望が高く、それぞれ約半数（図表３-64）。

イ　理想どおり認可保育園に通う割合が高い一方で、０歳児は在宅保育が約８割

・「認可保育園を利用する」を理想の子育て方法とする人が約半数（図表３-123）。

・０歳は在宅保育が約８割（図表３-72）。

・幼児向けのインターナショナルスクールに通う子どもは、２～４歳でそれぞれ約１割（図表

３-72）。

・平日の小学生以下の子どもの子育てには、回答者本人や配偶者の母（子の祖母）がそれぞれ

11.46％と 4.95％参加している（図表３-79）。

ウ　約 4.5 割が子どもを持ちつつフルタイムで働きたいと考えているが、現実は約 3.5 割

・９割弱が子どものいる人生を理想と考えており、さらにその約半数、全体の 45.20％は子ども

がいてもフルタイムで仕事を継続することが理想と考えている（図表 3-103）。

・一方で、上記の理想を実現できると見込む人は 36.49％にとどまっている（図表 3-103）。

エ　結婚しても自分だけの人生の目標を持つべきと考える人が大部分だが、子どもが小さいうちは

母親は仕事を持たずに家にいることが望ましいと考える人も４割近い

・「結婚しても結婚相手や家族とは別の自分だけの人生の目標を持つべきである」という考え方

を肯定的に捉えている人が 81.52％である一方、「子どもが小さいうちは、母親は仕事を持たず

に家にいることが望ましい」という考え方を肯定的に捉えている人も 37.09％（図表 3-106）。

16.55

19.29

20.11

11.11

16.67

16.90

35.25

30.00

31.28

37.50

39.17

34.35

20.14

16.43

10.06

20.83

20.00

17.04

10.07

15.00

21.79

19.44

14.17

16.48

17.99

19.29

16.76

11.11

10.00

15.24

0% 20% 40% 60% 80% 100%

第一・五分位

(n=139)

第二・五分位

(n=140)

第三・五分位

(n=179)

第四・五分位

(n=144)

第五・五分位

(n=120)

全体(n=722)

永住したい 永住ではないが、できるだけ長く住み続けたい

自身又は配偶者の仕事上の理由が生じるまで 子どもの成長に応じて

その他



子育てしやすい環境の充実に向けた調査研究報告書（令和６年２月発行） 185

Ⅰ

研
究
の
概
要

Ⅱ
区
民
女
性
の
出
生
行
動
の
動
態―

行
政
記
録
を
活
用
し
て

作
成
し
た
独
自
の
生
年
コ
ー
ホ
ー
ト
統
計
に
基
づ
く
考
察

Ⅲ

区
民
女
性
を
対
象
と
し
た
調
査
の

基
礎
集
計

Ⅴ

理
想
子
ど
も
数
と
予
定
子
ど
も
数

の
関
連
要
因
の
検
討

Ⅳ
区
内
で
保
育
・
教
育
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る

事
業
所
を
対
象
と
し
た
調
査
の
基
礎
集
計

Ⅵ
港
区
内
の
事
業
所
が
提
供
す
る
保
育
・

教
育
サ
ー
ビ
ス
の
質

Ⅰ

研
究
の
概
要

Ⅱ
区
民
女
性
の
出
生
行
動
の
動
態―

行
政
記
録
を
活
用
し
て

作
成
し
た
独
自
の
生
年
コ
ー
ホ
ー
ト
統
計
に
基
づ
く
考
察

Ⅲ

区
民
女
性
を
対
象
と
し
た
調
査
の

基
礎
集
計

Ⅴ

理
想
子
ど
も
数
と
予
定
子
ど
も
数

の
関
連
要
因
の
検
討

Ⅳ
区
内
で
保
育
・
教
育
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る

事
業
所
を
対
象
と
し
た
調
査
の
基
礎
集
計

Ⅵ
港
区
内
の
事
業
所
が
提
供
す
る
保
育
・

教
育
サ
ー
ビ
ス
の
質

オ　区民女性（既婚者）は全国と比較して、理想と予定のギャップが大きく、予定子ども数は全国

を下回っている

・区民女性の理想と予定の子ども数について、既婚者は平均理想子ども数が 2.26 人、平均予定

子ども数が 1.61 人、35 歳未満の未婚者（一生結婚するつもりはない人を除く）は平均理想子

ども数が 1.96 人、平均予定子ども数が 1.22 人（図表３-113）。

・既婚者について全国調査の結果と比較すると、平均理想子ども数はほぼ同水準である一方、平

均予定子ども数は 0.40 人少なく、子どもの人数の理想と予定のギャップがより大きい。

・理想と予定の子ども数にギャップがある（理想よりも予定子ども数が少ない）理由では、経済

的負担と心身の負担の回答割合が高い（図表３-118）。

カ　６歳未満の末子がいる世帯は、家事及び子育ての時間が、配偶者より本人の方が顕著に長い

・６歳未満の末子がいる世帯の女性（回答者本人）は、配偶者より「家事」及び「子育て」の時

間が長く、「家事」については、配偶者は２時間以上が 21.76％であるのに対し、本人は２時

間 30 分以上が 54.55％であり、「子育て」については、配偶者は２時間以上が 37.82％である

のに対し、本人は３時間以上が 77.18％となっている（図表３-132）。

キ　結婚や仕事上の都合で転入し、就労先への利便性で港区を選択。生活実感としても利便性への

満足度が高い一方、子育て、教育の環境への満足度も比較的高い

・港区に転入したきっかけは「結婚」が 26.66％、回答者本人及び配偶者の「仕事上の理由」が

29.72％と高い割合（図表３-177）。

・港区を居住地に選択した理由は、「就労への利便性」（通勤先へのアクセス）が 61.61％と最も

高く、次いで「公共交通機関や買い物環境の利便性」が 38.01％、「子どもを産み、育てる環境」

が 29.46％（図表３-181）。

・港区の生活環境への満足度については、「出産から就学前までの子育てのしやすさ」、「小・中

学校の教育・育成環境」、「防災、防犯」、「公共交通機関や公共施設、買い物店舗の利用しやすさ」

のそれぞれに対する肯定的評価の合計は 53.08％、45.73％、66.11％、68.13％（図表３-155）。

（２）結果を踏まえた対応の方向性

ア　「出生数の伸びしろ」の実現に向けた経済的、精神的な子育て負担軽減策の充実

港区では、理想子ども数の水準が全国と同程度である一方、予定子ども数の水準が低いため、既

婚女性の理想子ども数と予定子ども数の差が全国と比較して大幅に大きくなっている。これは、理

想と現実のギャップが大きいという課題を示している一方で、ギャップを解消することで出生数を

伸ばすことのできる「伸びしろ」が大きいことを意味している。

予定子ども数が理想子ども数を下回っている要因として挙げられているのは子育ての経済的負担

と精神的負担であり、こうした負担の軽減策の充実を検討することが求められる。

なかでも、経済的負担については、世帯年収が多い世帯で予定子ども数が多いこと、区の施策へ

の充実の希望が高いものとして指摘されているのも出産費用助成や、港区子育て応援商品券の配付

などの経済的負担軽減策であることから、こうした側面の支援策の充実が、出生数の増加に有効と

考えられる。

イ　母親の子育てと仕事の両立支援の重要性

区民女性のうち、キャリア志向の女性の子育てと仕事の両立に関する理想と現実の較差が大きい
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状況が確認された。

また、区民女性の多くが、家族のための人生だけでなく自らの人生の目標が必要と考えている一

方で、子どもがいる女性の正社員比率は低い。

以上の状況から、子育てをする母親の子育てと仕事の両立支援が特に重要であるといえる。

ウ　子育てへの参加促進に向けた親族への啓発及び支援策の検討

末子が６歳未満の子どものいる世帯において、家事及び育児を行っている時間は、本人（区民女

性）と配偶者で、父親の育児参加が進んだ今日においても、大きな差があることが確認された。前

述の母親の子育てと仕事の両立に係る負担を軽減するためには、配偶者の家事及び育児への参加促

進に向けた啓発の強化が重要である。

また、本人や配偶者の祖母が子育てに一定割合参加しているという事実がある。母親の子育て負

担の軽減に向けて、こうした配偶者以外の親族による子育て支援も有効な負担軽減策であり、その

促進・支援を検討することが必要である。

エ　０歳児の母親の在宅保育志向に対応した企業における育児休暇制度運用の徹底

理想の子育てについて、認可保育園をはじめ保育サービスの利用が多くを占めるものの、実際の

子育て方法を子どもの年齢別に見ると、０歳児では在宅保育が 77.61％と大部分を占めている。そ

のため、０歳児の在宅保育志向に対応しつつ、女性のキャリア継続を支援するため、「港区ワーク・

ライフ・バランス推進企業」の周知等により、本人・配偶者ともに育児休暇を希望どおりに取得可

能となる制度運用を徹底する機運を醸成するといった取組が有効と考えられる。

オ　子育て世帯の定住促進に向けたイメージ戦略の強化

区民女性の区の環境への満足度では、出産から就学前までの子育てのしやすさ、小・中学校の教育・

育成環境のそれぞれへの肯定的評価は 53.08％、45.73％と比較的高い水準にある。一方で、港区

に転入した理由は、就労への利便性（通勤先へのアクセス）や公共交通機関・買い物環境の利便性

が、子どもを産み育てる環境よりも上位に挙げられている。

こうした状況を踏まえると、区の子育て環境の認知度及び評価には向上の余地があると考えられ

ることから、区内企業の人事・福利厚生部門を通じて、区の子育て支援事業を周知する等、シティ

プロモーション戦略において充実した子育て環境のアピールを強化することが有効な施策の１つ想

定される。

引用文献

国立社会保障・人口問題研究所（2023）『現代日本の結婚と出産――第 16 回出生動向基本調査（独身

者調査ならびに夫婦調査）報告書』調査研究報告資料，第 40 号．
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資料ア　回答者の基本属性を軸にしたクロス集計結果一覧

節タイトル

港区におけ
る居住年数

世帯人数 世帯類型
あなたの
配偶者

あなたの
父親

あなたの
母親

配偶者の
父親

配偶者の
母親

あなたの
兄弟姉妹

配偶者の
兄弟姉妹

〇〇〇〇〇〇〇齢年

〇〇〇区地住居

〇〇〇〇ー〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得） 〇〇〇〇〇〇〇

節タイトル

最終学歴

あなたの就
学前の子ど
も（０～５
歳児）

あなたの子
ども（小学
生）

あなたの子
ども（中学
生）

あなたの子
ども（高校
生世代）

18歳以上の
あなたの子
ども（高校
卒業程度以
降の年齢）

その他の
親族

あなたの
パートナー
(事実婚相
手)

あなたの
パートナー
(交際相手)

その他 本人

〇〇〇〇〇〇〇齢年

〇〇〇〇〇区地住居

世帯類型 〇〇〇〇〇〇〇〇

等価所得５分位（世帯所得） 〇〇〇

節タイトル

最終学歴

配偶者 本人 配偶者 婚姻状況 結婚期間 結婚希望 利点はない
経済的に余
裕を持つこ
とができる

家庭内での
分業や助け
合いで生活
が便利にな
る

病気になっ
た時に面倒
をみてもら
える

〇〇〇〇齢年

〇〇〇〇〇区地住居

〇〇〇〇〇〇〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得） 〇〇〇〇〇〇〇

節タイトル

社会的信用
を得ること
ができる

親を安心さ
せたり周囲
の期待に応
えられる

精神的な安
らぎの場が
得られる

自分の子ど
もや家族を
持つことが
できる

性的な充実
が得られる

その他
仕事に打ち
込みたいか
ら

趣味や娯楽
を楽しみた
いから

家族を持つ
責任がな
く、気楽だ
から

結婚する必
要性をまだ
感じないか
ら

〇〇〇齢年

居住地区

世帯類型 〇〇〇〇〇〇〇

等価所得５分位（世帯所得） 〇 〇 〇 〇

節タイトル

結婚生活の
ための住居
のめどが立
たないから

適当な相手
にめぐりあ
わないから

他者とうま
く付き合え
ないから

パートナー
との交際が
自由だから

結婚資金が
足りないか
ら

独身で生活
できるだけ
の経済力が
あるから

親の承諾が
得られない
から

交際相手・
パートナー
に結婚する
気がないか
ら

同性のパー
トナーと結
婚する制度
が整ってい
ないから

夫婦別姓に
関する制度
が整ってい
ないから

〇〇齢年

〇区地住居

世帯類型

等価所得５分位（世帯所得） 〇 〇

節タイトル

離婚や死別
の経験の傷
がまだ癒え
ていないか
ら

その他
結婚を予定
している

乳幼児一時預
かり事業・一
時保育・みな
と保育サポー
ト事業（スポッ
ト利用）

派遣型一時保
育事業・育児
サポート子む
すび（ファミ
リー・サポー
ト・センター事
業）

乳幼児等
ショートステ
イ事業

トワイライト
ステイ事業

子育てひろ
ば事業（乳幼
児とその保
護者が対象）

保育園であ
そぼう

子育てコー
ディネーター
事業

〇〇〇〇〇〇〇〇齢年

居住地区 〇〇〇

〇〇〇〇〇〇〇〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得）

方え考と態実るす関に婚結態形用雇、歴学終最、態実住居

設問概要

点利の婚結態形用雇

結婚に関する実態と考え方

居住実態、最終学歴、雇用形態

設問概要

同居者の続柄

居住実態、最終学歴、雇用形態

設問概要

同居者の続柄

価評るす対にスビーサや度制援支連関て育子の区方え考と態実るす関に婚結

設問概要

無有の用利と知認のスビーサや度制援支連関て育子由理婚未

設問概要

由理婚未点利の婚結

結婚に関する実態と考え方

設問概要

未婚理由
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節タイトル

出産・子育て
応援メール
配信

みなと母子
手帳アプリ

産後宿泊型
ショートステ
イ

産後母子ケ
アデイサービ
ス・乳房ケア
事業

産前産後家
事・育児支援
事業

児童館、飯倉学
童クラブ、子ど
も中高生プラ
ザ、児童高齢者
交流プラザ、子
どもふれあい
ルームの一般
来館（小学生以
上が対象）

出産費用助
成

コミュニティ
バス乗車券
の発行

港区子育て
応援商品券
の配付

その他

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇齢年

〇〇〇〇〇〇区地住居

世帯類型 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

等価所得５分位（世帯所得） 〇

節タイトル

乳幼児一時預
かり事業・一
時保育・みな
と保育サポー
ト事業（スポッ
ト利用）

派遣型一時保
育事業・育児
サポート子む
すび（ファミ
リー・サポー
ト・センター事
業）

乳幼児等
ショートステ
イ事業

トワイライト
ステイ事業

子育てひろ
ば事業（乳幼
児とその保
護者が対象）

保育園であ
そぼう

子育てコー
ディネーター
事業

出産・子育て
応援メール
配信

みなと母子
手帳アプリ

産後宿泊型
ショートステ
イ

〇〇〇〇〇齢年

居住地区 〇 〇

世帯類型 〇〇〇〇〇〇〇〇

等価所得５分位（世帯所得）

節タイトル

産後母子ケ
アデイサービ
ス・乳房ケア
事業

産前産後家
事・育児支援
事業

児童館、飯倉学
童クラブ、子ど
も中高生プラ
ザ、児童高齢者
交流プラザ、子
どもふれあい
ルームの一般
来館（小学生以
上が対象）

出産費用助
成

コミュニティ
バス乗車券
の発行

港区子育て
応援商品券
の配付

その他 特にない
教育・子育
てに係る経
費への助成

相談先・子
育てのネッ
トワークの
充実

〇〇〇〇〇齢年

居住地区 〇

世帯類型 〇〇〇〇〇〇〇〇

等価所得５分位（世帯所得） 〇 〇〇

節タイトル

所得制限の
ない助成

病児・病後
児保育の充
実

公共交通機
関の利用に
係る助成

不妊治療へ
の助成

入園を希望
する施設に
空きがない
から

入園を希望
する施設の
料金が高い
から

入園を希望
する施設の
対象年齢に
お子さんが
達していな
いから

教育内容の
質や立地な
ど納得でき
る施設がな
いから

保育時間が
あなたの就
労状況と合
わないから

子どもの疾
患や障害な
どで入園を
希望する施
設の利用が
困難だから

年齢

居住地区

世帯類型

等価所得５分位（世帯所得）

節タイトル

感染症へり
患する不安
があるから

祖父母が面
倒をみてく
れるから

祖父母以外
の親族が面
倒をみてく
れるから

自分の手で
育てたいか
ら

配偶者の希
望

通園できる
距離に保育・
教育施設が
ないから

丁寧な子育
てができる
から

その他

子どもの教
育・保育に
かかった費
用

年齢 〇〇

居住地区

世帯類型 〇

等価所得５分位（世帯所得） 〇

区の子育て関連支援制度やサービスに対する評価

設問概要

一層充実してほしい子育て支援関連サービスや助成制度

態実のて育子価評るす対にスビーサや度制援支連関て育子の区

設問概要

一層充実してほしい子育て支援関連サービスや助成制度 就学前の子どもの在宅保育の理由

設問概要

子育て関連支援制度やサービスの認知と利用の有無

区の子育て関連支援制度やサービスに対する評価

設問概要

一層充実してほしい子育て支援関連サービスや助成制度

区の子育て関連支援制度やサービスに対する評価

子育ての実態

設問概要

就学前の子どもの在宅保育の理由
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・

教
育
サ
ー
ビ
ス
の
質

節タイトル

不安に思う
ことや悩み
は特にない

子育てによ
る身体の疲
れが大きい

子育ての出
費がかさむ

自分の自由
な時間が持
てない

仕事や家事
が十分にで
きない

子どもと過
ごす時間が
十分に作れ
ない

配偶者が子
育てに参加
してくれな
い

しつけの仕
方が家庭内
で一致して
いない

しつけの仕
方がわから
ない

子どもにつ
いて周りの
目や評価が
気になる

〇〇〇〇〇〇〇齢年

居住地区

世帯類型 〇〇〇〇〇〇〇〇

等価所得５分位（世帯所得） 〇

節タイトル

子どもが言
うことを聞
いてくれな
い

子どもの成
長の度合い
に不安があ
る

子どもが集
団生活に慣
れない

子どもを一
時的に預け
たいときに
預ける先が
ない

子どもが急
病のときに
診てくれる
医者が近く
にいない

子どもの病
気のときに
仕事を休み
づらい

子どもがい
る保護者同
士の関係が
うまくいか
ない

気持ちに余
裕をもって
子どもに接
することが
できない

子どもを好
きになれな
い（愛情を注
ぐことがで
きない）

その他

〇〇〇〇〇齢年

居住地区

〇〇〇〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得）

節タイトル

妊娠や子育
てについて
の不安や悩
みはない

誰にも相談
しない

誰に相談し
たら良いか
分からない

同居してい
る家族・親族

同居してい
ない家族・親
族

友達（SNS
上の友達を
除く）

SNSで知り
合った友達、
知り合い

SNS等不特
定多数の人
が見ること
のできる場
所に書き込
む

交際相手 職場の同僚

〇〇齢年

〇区地住居

〇〇〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得） 〇

節タイトル

区の相談窓口
（みなと保健
所、子ども家庭
支援センター、
児童相談所、福
祉総合窓口、港
区おとなの子育
て相談ねっとな
ど）

国や東京都な
ど区以外の公
的な相談窓口
（東京都妊娠相
談ほっとライ
ン、親子のため
の相談LINEな
ど）

民間の相談
窓口

その他
医師、助産
師、カウンセ
ラー

保育士、先
生、療育先等
の通所先の
職員

理想の人生 現実の人生
理想と現実
の人生の
ギャップ

年齢

〇〇〇区地住居

〇〇〇〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得） 〇 〇 〇

節タイトル

結婚しても
結婚相手や
家族とは別
の自分だけ
の人生の目
標を持つべ
きである

結婚したら、
家庭のため
には自分の
個性や生き
方を犠牲に
するのは当
然だ

夫に十分な
収入がある
場合には、妻
は収入を伴
う仕事をし
ない方が良
い

結婚したら
子どもを持
つべきであ
る

子どもが小
さいうちは
母親は仕事
を持たずに
家にいるこ
とが望まし
い

生涯を独身
で過ごすと
いうのは望
ましい生き
方ではない

女性が最初
の子どもを
産むなら20
代のうちが
良い

（生物学的）
男性同士、女
性同士の結
婚があって
も構わない

女性同士の
カップルも、
男女のカップ
ルと同じよう
に子どもを育
てることがで
きる

男性同士の
カップルも、
男女のカップ
ルと同じよう
に子どもを育
てることがで
きる

年齢 〇 〇 〇 〇

〇区地住居

〇〇〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得）

子育ての実態

設問概要

子育ての不安や悩み

子育ての実態

設問概要

妊娠や子育てについて相談する相手

子育ての実態

設問概要

子育ての不安や悩み

子育ての実態 女性の就業、家族、子育てに係る価値観

設問概要

妊娠や子育てについて相談する相手

女性の就業、家族、子育てに係る価値観

設問概要

女性の就業や家族等に係る価値観
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節タイトル

両親のどちら
かがいなくて
も、両親のい
る家庭と同じ
ように子ども
を育てること
ができる

年老いた親
の世話に対
する成長し
た子どもの
責任は大き
い

理想子ども
数

予定子ども
数

理想と予定
の子ども数
の差

配偶者や交
際相手がい
ないから

収入が不安
定だから

子育てや教
育にお金が
かかりすぎ
るから

今後の景気や
社会情勢が不
安定な世の中
で、生まれて
くる子どもに
苦労してほし
くないから

家が狭いか
ら

年齢 〇 〇

居住地区 〇

〇〇〇〇〇〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得） 〇〇〇〇

女性の就業、家族、子育てに係る価値観

設問概要

女性の就業や家族等に係る価値観 子ども数の理想と予定の乖離理由

節タイトル

家庭内の人
間関係が良
好ではない
から

育児の心理
的、肉体的
負担が発
生・増加す
ることに耐
えられない
から

将来的に家
族の介護の
負担が発
生・増加す
る見込みが
あるから

自分や配偶
者の仕事に
支障が出る
から

自分や夫婦
の生活を大
切にしたい
から

幼稚園・保
育園などの
子どもの預
け先がない
から

自身や配偶
者の仕事の
都合で転勤
があるから

配偶者の家
事・育児への
協力が得ら
れないから

配偶者が望
まないから

末子が配偶
者の定年退
職までに成
人してほし
いから

〇〇齢年

〇区地住居

〇〇〇〇〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得）

節タイトル

妊娠するこ
とや子育て
をすること
に漠然とし
た不安があ
るから

高齢で産む
のが身体的
に大変だか
ら

自分が親だ
と子どもの
生活を振り
回してしま
いそうだか
ら

自分に子ど
もを育てら
れる自信が
ないから

ほしいけれ
どもできな
いから

その他
区立幼稚園
を利用する

私立幼稚園
を利用する

認可保育園
を利用する

認定こども
園を利用す
る

〇〇〇〇〇〇〇齢年

居住地区 〇 〇 〇 〇

〇型類帯世 〇〇〇〇〇〇

等価所得５分位（世帯所得） 〇

節タイトル

小規模保育
事業を利用
する

港区保育室
を利用する

認証保育所
を利用する

認可外保育施
設（幼児向け
のインターナ
ショナルス
クールを除
く。）を利用す
る

みなと保育
サポート事業
（定期利用）
を利用する

一時保育、一
時預かり等
一時的な施
設を利用す
る

インターナ
ショナルス
クール(幼児
向け)を利用
する

自身が在宅
で保育をす
る（施設では
なく自宅等
で保育する）

配偶者が在
宅で保育を
する（施設で
はなく自宅
等で保育す
る）

夫婦で在宅
で保育をす
る（施設では
なく自宅等
で保育する）

年齢 〇

〇区地住居

〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得） 〇

節タイトル

自身又は配偶
者の両親(子
の祖父母)が
在宅で保育を
する（施設で
はなく自宅等
で保育する）

その他 未定
自分の手で
育てたいか
ら

丁寧な子育
てができる
から

教育内容の
質や立地な
ど納得でき
る施設がな
いから

感染症へり
患する不安
があるから

子どもの疾
患や障害な
どで入園を
希望する施
設の利用が
困難だから

祖父母が面
倒をみてく
れるから

祖父母以外
の親族が面
倒をみてく
れるから

年齢

居住地区

〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得）

女性の就業、家族、子育てに係る価値観

設問概要

理想の子育て方法

女性の就業、家族、子育てに係る価値観

設問概要

由理るすと望希を育保宅在法方て育子の想理

女性の就業、家族、子育てに係る価値観

設問概要

法方て育子の想理由理離乖の定予と想理の数もど子

女性の就業、家族、子育てに係る価値観

設問概要

子ども数の理想と予定の乖離理由
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節タイトル

本人 配偶者 本人 配偶者 本人 配偶者
フレックスタ
イム制度（本
人）

育児時間制
度(子育てに
配慮した労
働時間削減、
短時間勤務
等)（本人）

育児休業制
度（本人）

介護休業制
度（本人）

〇〇〇〇〇〇齢年

居住地区 〇

〇〇型類帯世 〇 〇 〇 〇

等価所得５分位（世帯所得） 〇〇〇〇〇〇〇

節タイトル

企業内の保
育施設（本
人）

産前産後休
業（本人）

フレックスタ
イム制度（配
偶者）

育児時間制
度(子育てに
配慮した労
働時間削減、
短時間勤務
等)（配偶者）

育児休業制
度（配偶者）

介護休業制
度（配偶者）

企業内の保
育施設（配偶
者）

各種税制や
社会保障制
度の要件を
考慮した年
収の上限抑
制

仕事（収入を
伴うもの）

結婚生活（配
偶者との関
係）

〇〇〇〇〇〇齢年

居住地区

〇〇〇〇〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得） 〇〇〇〇〇〇〇〇〇

節タイトル 家計

あなたの子
どもとの関
係

健康状態
余暇の過ご
し方

現在の家計
状態

港区の出産
から就学前
までの子育
てのしやす
さ※現在該当
年齢の子ども
がいない回答
者も回答

港区の小・中
学生の教育・
育成環境※現
在該当年齢の
子どもがいな
い回答者も回
答

港区の防災、
防犯

港区の公共
交通機関や
公共施設、
買い物店舗
の利用しや
すさ

生活全般
世帯所得
（等価所得
５分位）

〇〇〇〇齢年

居住地区 〇〇

世帯類型 〇〇〇〇〇〇〇〇

等価所得５分位（世帯所得） ―〇〇〇〇〇〇

生活と働き方

設問概要

度足満種各無有の者用利度制るす関に上向スンラバ・フイラ・クーワの業企先め勤

生活と働き方

設問概要

各種満足度

生活と働き方

設問概要

勤め先の所在地
在宅勤務・テレワークの
頻度（現在（2023年６月
末時点））

在宅勤務・テレワークの
頻度（コロナ禍前（2020
年２月時点））

勤め先企業のワーク・ライフ・バランス向上に関する
制度利用者の有無

節タイトル

配偶者の希
望

入園を希望
する施設の
料金が高い
から

入園を希望
する施設の
対象年齢に
お子さんが
達していな
いから

その他

仕事（収入を
伴うもの）に
費やす時間
（通勤時間を
除く）（本人）

通勤時間に
費やす時間
（本人）

睡眠に費や
す時間（本
人）

家事（食事の
準備・片付
け、掃除、洗
濯等）に費や
す時間（本
人）

子育て（授乳、
食事、沐浴、保
育園や学校等
の送迎、見守
り、遊び等、お
子さんと一緒に
過ごす時間）に
費やす時間（睡
眠時間を除く）
（本人）

ご家族（ご自
身、ご自身の
親、ご自身の兄
弟姉妹、配偶者
の親、ご自身の
子等）の介護、
看護、通院に費
やす時間

年齢 〇〇〇〇〇

〇〇区地住居

世帯類型 〇 〇 〇 〇 〇 〇

等価所得５分位（世帯所得）

節タイトル

趣味・娯楽に
費やす時間
（本人）

仕事（収入を
伴うもの）に
費やす時間
（通勤時間を
除く）（配偶
者）

通勤時間に
費やす時間
（配偶者）

睡眠に費や
す時間（配偶
者）

家事（食事の
準備・片付
け、掃除、洗
濯等）に費や
す時間（配偶
者）

子育て（授乳、
食事、沐浴、保
育園や学校等
の送迎、見守
り、遊び等、お
子さんと一緒に
過ごす時間）に
費やす時間（睡
眠時間を除く）
（配偶者）

ご家族（ご自
身、ご自身の
親、ご自身の兄
弟姉妹、配偶者
の親、ご自身の
子等）の介護、
看護、通院に費
やす時間（配偶
者）

趣味・娯楽に
費やす時間
（配偶者）

ご家庭が民間
の家事代行
サービスを利用
している時間
（区からの委託
事業で利用して
いる時間も含
む）

〇〇〇齢年

居住地区

〇〇〇〇〇型類帯世

等価所得５分位（世帯所得） 〇〇〇

設問概要

生活時間

方き働と活生観値価る係にて育子、族家、業就の性女

設問概要

間時活生由理るすと望希を育保宅在

生活と働き方
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資料イ　港区を居住地に選択した理由の具体的な内容（自由記述）における頻出語（上位 10 語）

（イ）子どもを産み、育てる環境（n=221） （ロ）就労への利便性（n=313） 

（ハ）公共交通機関や買い物環境の利便性（n=179） （ニ）防災や治安等（n=103） 

（ホ）まちの景観・街並み（n=119） （ヘ）親族や友人等の人間関係（n=106） 
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5
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住む

友人

実家

近く

親

港区

多い

配偶者

良い

近い

親戚

節タイトル

住宅保有形
態

今後３年間
の家庭の暮
らし向きの
見込み

今後３年間
の物価の見
込み

港区への転
入前に居住
していた地
域

港区への転
入のきっか
け

子どもを産
み、育てる環
境

就労への利
便性

公共交通機
関や買い物
環境の利便
性

防災や治安
等

まちの景観・
街並み

〇〇〇〇〇齢年

〇〇〇区地住居

〇〇〇〇〇型類帯世
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転出入に係る意向

設問概要

向意る係に入出転計家

設問概要

港区を居住地に選択した理由



子育てしやすい環境の充実に向けた調査研究報告書（令和６年２月発行） 193

Ⅰ

研
究
の
概
要

Ⅱ
区
民
女
性
の
出
生
行
動
の
動
態―

行
政
記
録
を
活
用
し
て

作
成
し
た
独
自
の
生
年
コ
ー
ホ
ー
ト
統
計
に
基
づ
く
考
察

Ⅲ

区
民
女
性
を
対
象
と
し
た
調
査
の

基
礎
集
計

Ⅴ

理
想
子
ど
も
数
と
予
定
子
ど
も
数

の
関
連
要
因
の
検
討

Ⅳ
区
内
で
保
育
・
教
育
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る

事
業
所
を
対
象
と
し
た
調
査
の
基
礎
集
計

Ⅵ
港
区
内
の
事
業
所
が
提
供
す
る
保
育
・

教
育
サ
ー
ビ
ス
の
質

Ⅰ

研
究
の
概
要

Ⅱ
区
民
女
性
の
出
生
行
動
の
動
態―

行
政
記
録
を
活
用
し
て

作
成
し
た
独
自
の
生
年
コ
ー
ホ
ー
ト
統
計
に
基
づ
く
考
察

Ⅲ

区
民
女
性
を
対
象
と
し
た
調
査
の

基
礎
集
計

Ⅴ

理
想
子
ど
も
数
と
予
定
子
ど
も
数

の
関
連
要
因
の
検
討

Ⅳ
区
内
で
保
育
・
教
育
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
る

事
業
所
を
対
象
と
し
た
調
査
の
基
礎
集
計

Ⅵ
港
区
内
の
事
業
所
が
提
供
す
る
保
育
・

教
育
サ
ー
ビ
ス
の
質

（イ）子どもを産み、育てる環境（n=221） （ロ）就労への利便性（n=313） 

（ハ）公共交通機関や買い物環境の利便性（n=179） （ニ）防災や治安等（n=103） 

（ホ）まちの景観・街並み（n=119） （ヘ）親族や友人等の人間関係（n=106） 
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（ト）公園や区の施設（スポーツ施設

や区民センター等）（n=72） 

（チ）その他（n=135） 
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注：（１）nは自由記述回答数。（２）「高齢者・障害者向けの福祉環境」は、回答数が少なかった（n=30）

　　 ため、図表は掲載していない。




